
 

令 02 原機（敦廃）003 

令和 2 年 4 月 24 日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

 

住 所 茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1 

申 請 者 名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

代表者の氏名 理事長  児玉 敏雄 

 

 

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設 

廃止措置計画変更認可申請書の一部補正について 

 

 令和元年 7 月 22 日付け令 01 原機（敦廃）003 にて変更認可を申請（令和元年 11

月 13 日付け令 01 原機（敦廃）005 にて一部補正）いたしました高速増殖原型炉もん

じゅ原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書について、下記のとおり補正いたしま

す。 
 

記 
 

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設の廃止措置計画変更認可申請書を別添のと

おり補正する。 
 

以上 
 
  



 

別 添 
 
 
 
 
 
 
 

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 
補正前後比較表 
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高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

変更箇所 補正前 補正後 理由 

五 廃止措置対象施

設のうち解体の対象

となる施設及びその

解体の方法 

4．第 1段階に行う解

体の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 燃料体取出し作業 

燃料体取出し作業は、燃料体を炉心から取り出して

炉外燃料貯蔵槽に移送する作業（以下「燃料体の取出

し」という。）及び燃料体を炉外燃料貯蔵槽から取り出

して燃料洗浄設備において付着したナトリウムを蒸気

及び水によって洗浄し、燃料池の貯蔵ラックに貯蔵す

る作業（以下「燃料体の処理」という。）からなる。燃

料体を取り出した後の炉心位置には、燃料体の取出し

を安全かつ確実に行うために、燃料体の取出しに影響

のない範囲において、燃料体の形状、重量等を模擬した

模擬燃料体又は固定吸収体（以下「模擬燃料体等」とい

う。）を一部（燃料体を取り出す 370 の炉心位置中 246

の炉心位置に）装荷する。 

なお、炉心から燃料体を取り出す前に、現在、炉外燃

料貯蔵槽に貯蔵している燃料体を取り出し、洗浄して

燃料池へ移送する。 

以上の作業を第 11-2 図の工程に従って行い、燃料体

取出し作業を完了する。 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

(2) 燃料体取出し作業 

燃料体取出し作業は、燃料体を炉心から取り出して

炉外燃料貯蔵槽に移送する作業（以下「燃料体の取出

し」という。）及び燃料体を炉外燃料貯蔵槽から取り出

して燃料洗浄設備において付着したナトリウムを蒸気

及び水によって洗浄し、燃料池の貯蔵ラックに貯蔵す

る作業（以下「燃料体の処理」という。）からなる。燃

料体を取り出した後の炉心位置には、燃料体の取出し

を安全かつ確実に行うために、燃料体の取出しに影響

のない範囲において、燃料体の形状、重量等を模擬した

模擬燃料体又は固定吸収体（以下「模擬燃料体等」とい

う。）を装荷する。ただし、放射性廃棄物発生量の低減、

作業プロセスの削減による工程遅延リスク低減の観点

から、246体目の燃料体の取出し終了後、247体目以降

においては、模擬燃料体等を装荷しない（以下「部分装

荷」という。）。部分装荷では、炉心は模擬燃料体等を装

荷する 370箇所のうち、第 12-1図のとおり格子状に 246

箇所に装荷した配置とする。 

なお、炉心から燃料体を取り出す前に、現在、炉外燃

料貯蔵槽に貯蔵している燃料体を取り出し、洗浄して

燃料池へ移送する。 

以上の作業を第 11-2 図の工程に従って行い、燃料体

取出し作業を完了する。 

 

 

（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物発生量の低

減、作業プロセス

の削減による工程

遅延リスク低減の

観点から、一部に

ついては模擬燃料

体等を装荷しない

よう変更する。こ

のため、その方法

について追加す

る。 
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

十一 廃止措置の工

程 

 

第 11-2図 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

部分装荷によって

不必要となる模擬

燃料体等の準備体

数を変更する。 

燃
料

体
の

処
理

 (
5
3
0
体

)
炉

外
燃

料
貯

蔵
槽

→
燃

料
池

燃
料

体
の

取
出

し
 (

3
7
0
体

)
原

子
炉

容
器

→
炉

外
燃

料
貯

蔵
槽

模
擬

燃
料

体
等

の
準

備
（
搬

入
→

炉
外

燃
料

貯
蔵

槽
）

燃
料

取
扱

設
備

点
検

※
4

定
期

設
備

点
検

（
事

業
者

自
主

検
査

）

施
設

定
期

検
査

２
次

系
ナ

ト
リ
ウ

ム
の

抜
取

り

汚
染

の
分

布
に

関
す

る
評

価

※
1
 ：

 2
0
1
8
年

度
及

び
2
0
1
9
年

度
の

燃
料

体
の

取
出

し
及

び
処

理
実

績
か

ら
、

廃
液

の
推

定
発

生
量

を
評

価
し

、
容

器
の

設
置

数
及

び
設

置
場

所
（
設

置
の

要
否

を
含

む
。

）
を

決
定

す
る

。

※
2
 ：

 8
6
体

の
燃

料
体

に
つ

い
て

は
、

炉
外

燃
料

貯
蔵

槽
か

ら
取

り
出

し
た

後
、

缶
詰

缶
装

置
に

よ
り

缶
詰

缶
に

収
納

し
、

燃
料

池
に

貯
蔵

す
る

。

※
3
 ：

 必
要

に
応

じ
、

本
期

間
中

に
燃

料
取

扱
設

備
の

手
入

れ
等

を
実

施
す

る
。

※
4
 ：

 2
0
1
0
年

以
降

使
用

し
て

い
な

い
こ

と
を

踏
ま

え
、

炉
心

等
か

ら
燃

料
体

を
取

り
出

す
前

に
、

施
設

の
復

旧
を

目
的

と
し

て
実

施
す

る
点

検
及

び
作

動
確

認
で

あ
り

、
定

期
設

備
点

検
と

は
異

な
る

。

※
5
 ：

 進
捗

状
況

に
よ

っ
て

体
数

が
変

更
と

な
る

可
能

性
が

あ
る

。

2
0
2
2
年

度

第 1 段 階 に お け る 主 な 作 業 等

年
度

2
0
1
7
年
度

2
0
1
8
年

度
2
0
1
9
年

度
2
0
2
0
年

度
2
0
2
1
年

度

燃
料

体
取

出
し

作
業

完
了

抜
取

り
完

了
（

2
0
1

8
.1

2）

2
0
1
8
.8

2
0
1
9
.1

2
0
1
8
.1

2

2
0
1
9
.9

2
0
1
9
.1

1

2
0
1
9
.1

1
2
0
2
0
.6

2
0
2
0
.5

2
0
2
1
.1

2
0

2
1

.1

2
0
2
1
.3

2
0
2
1
.3

2
0

2
1

.9

2
0
2
1
.8

2
0
2
2
.4

2
0
2
2
.4

2
0

2
2

.6

2
0
2
2
.6

2
0
2
2
.1

2

2
0
1
8
.9

施
設

定
期

検
査

の
申

請

2
0
1
8
.1

2

2
0
1
9
.1

濃
縮

廃
液

等
一

時
保

管
用

容
器

の
設

置
※

1
濃

縮
廃

液
等

一
時

保
管

用
容

器
の

設
置

※
1

一
時

保
管

用
タ

ン
ク

の
現

地
据

付

廃
止

措
置

に
関

す
る

基
本

的
な

計
画

の
策

定

2
0
1
7
.6

2
0
2
0
.2

2
0
2
0
.2

8
6
体

※
2

1
3
0
体

※
3

,5
1
4
0
体

※
3

,5
1
7
4
体

※
3

,5

燃
料

処
理

設
備

点
検

及
び

作
動

確
認

1
0
0
体

13
0体

※
5

14
0体

※
5

1
0
3
体

回
転

プ
ラ

グ
点

検
及

び
作

動
確

認

燃
料

交
換

設
備

燃
料

処
理

設
備

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

原
子

炉
補

機
冷

却
海

水
設

備
等

燃
料

交
換

設
備

燃
料

処
理

設
備

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

原
子

炉
補

機
冷

却
海

水
設

備
等

燃
料

交
換

設
備

燃
料

処
理

設
備

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

原
子

炉
補

機
冷

却
海

水
設

備
等

2
0

2
0

.6

1
2
7
体

※
5

1
4
0
体

※
5

2
0
2
1
.9

燃
料

体
の

処
理

 (
5
3
0
体

)
炉

外
燃

料
貯

蔵
槽

→
燃

料
池

燃
料

体
の

取
出

し
 (

3
7
0
体

)
原

子
炉

容
器

→
炉

外
燃

料
貯

蔵
槽

模
擬

燃
料

体
等

の
準

備
（
搬

入
→

炉
外

燃
料

貯
蔵

槽
）

燃
料

取
扱

設
備

点
検

※
4

定
期

設
備

点
検

（
事

業
者

自
主

検
査

）

施
設

定
期

検
査

２
次

系
ナ

ト
リ
ウ

ム
の

抜
取

り

汚
染

の
分

布
に

関
す

る
評

価

※
1
 ：

 2
0
1
8
年

度
及

び
2
0
1
9
年

度
の

燃
料

体
の

取
出

し
及

び
処

理
実

績
か

ら
、

廃
液

の
推

定
発

生
量

を
評

価
し

、
容

器
の

設
置

数
及

び
設

置
場

所
（
設

置
の

要
否

を
含

む
。

）
を

決
定

す
る

。

※
2
 ：

 8
6
体

の
燃

料
体

に
つ

い
て

は
、

炉
外

燃
料

貯
蔵

槽
か

ら
取

り
出

し
た

後
、

缶
詰

缶
装

置
に

よ
り

缶
詰

缶
に

収
納

し
、

燃
料

池
に

貯
蔵

す
る

。

※
3
 ：

 必
要

に
応

じ
、

本
期

間
中

に
燃

料
取

扱
設

備
の

手
入

れ
等

を
実

施
す

る
。

※
4
 ：

 2
0
1
0
年

以
降

使
用

し
て

い
な

い
こ

と
を

踏
ま

え
、

炉
心

等
か

ら
燃

料
体

を
取

り
出

す
前

に
、

施
設

の
復

旧
を

目
的

と
し

て
実

施
す

る
点

検
及

び
作

動
確

認
で

あ
り

、
定

期
設

備
点

検
と

は
異

な
る

。

※
5
 ：

 進
捗

状
況

に
よ

っ
て

体
数

が
変

更
と

な
る

可
能

性
が

あ
る

。

2
0
2
2
年

度

第 1 段 階 に お け る 主 な 作 業 等

年
度

2
0
1
7
年
度

2
0
1
8
年

度
2
0
1
9
年

度
2
0
2
0
年

度
2
0
2
1
年

度

燃
料

体
取

出
し

作
業

完
了

抜
取

り
完

了
（

2
0
1

8
.1

2）

2
0
1
8
.8

2
0
1
9
.1

2
0
1
8
.1

2

2
0
1
9
.9

2
0
1
9
.1

1

2
0
1
9
.1

1
2
0
2
0
.6

2
0
2
0
.5

2
0
2
1
.1

2
0

2
1

.1

2
0
2
1
.3

2
0
2
1
.3

2
0

2
1

.9

2
0
2
1
.8

2
0
2
2
.4

2
0
2
2
.4

2
0

2
2

.6

2
0
2
2
.6

2
0
2
2
.1

2

2
0
1
8
.9

施
設

定
期

検
査

の
申

請

2
0
1
8
.1

2

2
0
1
9
.1

濃
縮

廃
液

等
一

時
保

管
用

容
器

の
設

置
※

1
濃

縮
廃

液
等

一
時

保
管

用
容

器
の

設
置

※
1

一
時

保
管

用
タ

ン
ク

の
現

地
据

付

廃
止

措
置

に
関

す
る

基
本

的
な

計
画

の
策

定

2
0
1
7
.6

2
0
2
0
.2

2
0
2
0
.2

8
6
体

※
2

1
3
0
体

※
3
,5

1
4
0
体

※
3
,5

1
7
4
体

※
3
,5

燃
料

処
理

設
備

点
検

及
び

作
動

確
認

1
0
0
体

13
0体

※
5

14
0体

※
5

1
0
3
体

回
転

プ
ラ

グ
点

検
及

び
作

動
確

認

燃
料

交
換

設
備

燃
料

処
理

設
備

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

原
子

炉
補

機
冷

却
海

水
設

備
等

燃
料

交
換

設
備

燃
料

処
理

設
備

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

原
子

炉
補

機
冷

却
海

水
設

備
等

燃
料

交
換

設
備

燃
料

処
理

設
備

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

原
子

炉
補

機
冷

却
海

水
設

備
等

2
0

2
0

.6

1
2
7
体

※
5

1
6
体

※
5

2
0
2
1
.9



3 

変更箇所 補正前 補正後 理由 

十二 燃料体を炉心

等から取り出す方法

及び時期並びに施設

定期検査を受ける時

期 

2．燃料体を炉心等か

ら取り出す方法及び

時期 

2．燃料体を炉心等から取り出す方法及び時期 

炉心等に装荷又は貯蔵されている燃料体を第 11-2 図に

示す工程に従い取り出す。 

炉心から取り出した燃料体については、炉外燃料貯蔵槽

に一時的に貯蔵した後、燃料洗浄設備において付着したナ

トリウムを蒸気及び水によって洗浄し、燃料池の貯蔵ラッ

クに貯蔵する。また、燃料体を取り出した後の炉心位置に

は、燃料体の取出しを安全かつ確実に行うために、燃料体

の形状、重量等を模擬した模擬燃料体等を装荷する。 

 

 

 

 

 

 
 

なお、炉心から燃料体を取り出す前に、現在、炉外燃料

貯蔵槽に貯蔵している燃料体を取り出し、ナトリウムを洗

浄して燃料池へ移送する。 

炉心から炉外燃料貯蔵槽への燃料体の取出しについて

は 2019 年 10 月から 2022 年 6 月の期間で実施し、炉外燃

料貯蔵槽から燃料池への燃料体の処理については 2018 年

8 月から 2022 年 12月の期間で実施することで、第 1段階

において燃料体取出し作業を完了する計画である。この燃

料体取出し作業に係る計画については、これまでの実績を

踏まえた燃料体の取出し体数を設定するとともに、燃料取

扱設備の健全性を確認するための点検時期を考慮して設

定し、安全性の確保を前提に、可能な限り速やかに燃料体

を取り出す工程とする。また、作業の習熟度等により、さ

らに作業を合理的に進めることができると判断した場合

には、安全性の確保を前提に、さらなる工程の短縮を図り

ながら燃料体取出し作業を進める。 

 

 

（略） 

2．燃料体を炉心等から取り出す方法及び時期 

炉心等に装荷又は貯蔵されている燃料体を第 11-2 図に

示す工程に従い取り出す。 

炉心から取り出した燃料体については、炉外燃料貯蔵槽

に一時的に貯蔵した後、燃料洗浄設備において付着したナ

トリウムを蒸気及び水によって洗浄し、燃料池の貯蔵ラッ

クに貯蔵する。また、燃料体を取り出した後の炉心位置に

は、燃料体の取出しを安全かつ確実に行うために、燃料体

の形状、重量等を模擬した模擬燃料体等を装荷する。ただ

し、放射性廃棄物発生量の低減、作業プロセスの削減によ

る工程遅延リスク低減の観点から、246 体の燃料体の取出

し終了後、247 体目以降においては、模擬燃料体等を装荷

しない（以下「部分装荷」という。）。炉心は模擬燃料体等

を装荷する 370 箇所のうち、第 12-1 図のとおり格子状と

なるよう 246箇所に装荷した配置とする。 

なお、炉心から燃料体を取り出す前に、現在、炉外燃料

貯蔵槽に貯蔵している燃料体を取り出し、ナトリウムを洗

浄して燃料池へ移送する。 

炉心から炉外燃料貯蔵槽への燃料体の取出しについて

は 2019 年 10 月から 2022 年 6 月の期間で実施し、部分装

荷は 247 体目の燃料体の取出し開始時点である 2022 年 4

月から実施する。炉外燃料貯蔵槽から燃料池への燃料体の

処理については 2018 年 8 月から 2022 年 12 月の期間で実

施することで、第 1段階において燃料体取出し作業を完了

する計画である。この燃料体取出し作業に係る計画につい

ては、これまでの実績を踏まえた燃料体の取出し体数を設

定するとともに、燃料取扱設備の健全性を確認するための

点検時期を考慮して設定し、安全性の確保を前提に、可能

な限り速やかに燃料体を取り出す工程とする。また、作業

の習熟度等により、さらに作業を合理的に進めることがで

きると判断した場合には、安全性の確保を前提に、さらな

る工程の短縮を図りながら燃料体取出し作業を進める。 

 

（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部分装荷の方法を

追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部分装荷の開始時

期を追加する。 
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12-1図 燃料体の取出し完了時の模擬燃料体及び固定吸収

体の部分装荷状態 

 

 

部分装荷における

模擬燃料体等の炉

心配置に関する説

明図を追加する。 

 

：制御棒集合体及び 

 中性子源集合体 

：空き箇所 

：模擬燃料体及び 

固定吸収体 
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高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

変更箇所 補正前 補正後 理由 

添付書類 一 

燃料体を炉心等から

取り出す工程に関す

る説明書 

1．燃料体を炉心等か

ら取り出す方法及び

手順 

1．燃料体を炉心等から取り出す方法及び手順 

燃料体を炉心から取り出して燃料池に移送する作業（燃

料体取出し作業）は、炉心から燃料体を取り出して炉外燃

料貯蔵槽に移送する作業（燃料体の取出し）と炉外燃料貯

蔵槽から取り出して燃料洗浄設備でナトリウムを洗浄・除

去した上で燃料池に移送する作業（燃料体の処理）からな

る。以下、(1)～(3)に各作業の内容を示す。 

燃料体を炉心から取り出した後においては、燃料体のグ

リッパ位置（上部位置）が燃料交換装置で扱える範囲にあ

ることを確実にするため、燃料体の形状及び重量を模擬し

た模擬燃料体等を治具として装荷する。ただし、模擬燃料

体等は、燃料体を取り出した後の 370 の炉心位置中、246

の炉心位置に格子状となるよう装荷する（第 1図参照）。

模擬燃料体等を格子状に装荷した場合の、燃料体の取出し

への影響評価について別添 1に示す。 

(1) 模擬燃料体の搬入 

所外から搬入した模擬燃料体は、受取検査後、新燃料

貯蔵ラックに収納する。その後、燃料体の取出し前に必

要な体数を、新燃料移送機、地下台車及び燃料出入設備

を用いて炉外燃料貯蔵槽に移送する（第 2図参照）。 

(2) 燃料体の取出し 

燃料体の取出しにおいては、燃料交換装置、炉内中継

装置及び燃料出入設備を用い、炉心に装荷している燃

料体を取り出し、燃料体を取り出した箇所へ模擬燃料

体等を装荷する（第 2図及び第 3図参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．燃料体を炉心等から取り出す方法及び手順 

燃料体を炉心から取り出して燃料池に移送する作業（燃

料体取出し作業）は、炉心から燃料体を取り出して炉外燃

料貯蔵槽に移送する作業（燃料体の取出し）と炉外燃料貯

蔵槽から取り出して燃料洗浄設備でナトリウムを洗浄・除

去した上で燃料池に移送する作業（燃料体の処理）からな

る。以下、(1)～(3)に各作業の内容を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 模擬燃料体等の搬入 

所外から搬入した模擬燃料体等は、受取検査後、新燃

料貯蔵ラックに収納する。その後、燃料体の取出し前に

必要な体数を、新燃料移送機、地下台車及び燃料出入設

備を用いて炉外燃料貯蔵槽に移送する（第 1図参照）。 

(2) 燃料体の取出し 

燃料体の取出しにおいては、燃料交換装置、炉内中継

装置及び燃料出入設備を用い、炉心に装荷している燃

料体を取り出し、燃料体を取り出した後においては、燃

料体のグリッパ位置（上部位置）が燃料交換装置で扱え

る範囲にあることを確実にするため、燃料体の形状及

び重量を模擬した模擬燃料体等を治具として装荷する

（第 1図及び第 2図参照）。 

ただし、模擬燃料体等は、部分装荷とし、燃料体を取

り出した後の 370箇所のうち、246箇所の炉心位置に格

子状となるよう装荷する（第 3図参照）。246体目の燃

料体の取出しが終了し、247体目以降の燃料体の取出し

においては、燃料体を取り出した位置へ模擬燃料体等

を装荷しない。 

部分装荷では、247体目の燃料体の取出し以降、模擬

燃料体等を装荷しない箇所（124箇所）が発生し、燃料

 

 

 

 

 

 

 

部分装荷の作業内

容等の説明につい

いて「(2) 燃料体
の取出し」に移動

する。 

 

 

 

 

 

 

 

番号の繰上げ 

 

 

 

上段の作業内容の

説明を移動する。 

 

 

番号の繰上げ 

部分装荷における

炉心形状の説明を

追加する。 

 

 

 

部分装荷における

影響について添付
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

 

 

なお、燃料体を炉心から取り出す前に、訓練として、

炉心及び炉外燃料貯蔵槽に貯蔵している中性子しゃへ

い体を用いて、炉心からの取出し及び炉心への装荷を

行う。 

 

 

体頂部の移動可能空間が広がることから燃料体の取出

しへの影響を確認した。部分装荷とした場合における

燃料体の取出しへの影響がないとした評価について

は、添付書類四の評価内容への影響がないことの説明

を含め、別添 1及び別添 1-1に示す。 

なお、燃料体を炉心から取り出す前に、訓練として、

炉心及び炉外燃料貯蔵槽に貯蔵している中性子しゃへ

い体を用いて、炉心からの取出し及び炉心への装荷を

行う。 

 

書類一に記載する

理由を追加する。 

 

 

 

 第 1図 模擬燃料体等の装荷位置 

（図省略） 

第 1図 模擬燃料体の移動経路 

（図省略） 

図の順番の繰上げ 

 

 第 2図 模擬燃料体の移動経路 

（図省略） 

第 2図 燃料体の移動経路 

（図省略） 

図の順番の繰上げ 

 

 第 3図 燃料体の移動経路 

（図省略） 

第 3図 模擬燃料体等の装荷位置 

（図省略） 

図の順番の繰下げ 

 

添付書類 一 

別添 1 

別添 1．模擬燃料体の部分装荷時の影響評価について 別添 1．模擬燃料体の部分装荷時の影響評価について 

 

（別紙 1） 

 

部分装荷の影響評

価について、全体

概要を説明する内

容に変更する。 

 （なし） 別添 1-1．部分装荷時における影響評価（詳細） 

 

（別紙 2） 

 

別添 1 について、

部分装荷時の影響

評価の全体概要を

記載することにし

たため、詳細な内

容については、別

添 1-1 として追加

する。 
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高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

変更箇所 補正前 補正後 理由 

添付書類 一 

燃料体を炉心等から

取り出す工程に関す

る説明書 

別添 1 

模擬燃料体の部分装

荷時の影響評価につ

いて 

1．はじめに 

1．はじめに 

廃止措置段階の燃料体取出し作業において、放射性廃棄物

発生量の削減、作業プロセスの削減、将来の模擬燃料体取出

し・洗浄期間の短縮を図ることを目的に、炉心に装荷してい

る燃料体の取出し箇所の一部について、模擬燃料体等を装荷

しない。本資料は一部箇所に模擬燃料体等を装荷しない状態

における燃料体の取出しへの影響及び燃料体の地震時に対す

る構造健全性を説明する資料である。 

 

2．評価概要 

もんじゅの燃料体は、炉心支持板の連結管に差し込まれ自

立しており、6 本の隣り合う燃料体によってパッド部を介し

てお互いを支え合う状態となる。もんじゅの燃料体等の装荷

状態及び支持構造を第 1 図に示す。このとき、内側炉心部、

外側炉心部及びブランケット燃料装荷部において、隣り合う

燃料体 6 本のうち 3 本が装荷されていない状態（以下「部分

装荷」という。）において、燃料体の取出しに影響を与える

燃料交換装置グリッパ中心と炉心燃料頂部のずれが許容値を

満足すること及び想定される地震による荷重に対して燃料体

が健全性を有していることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．はじめに 

廃止措置段階の燃料体取出し作業において、放射性廃棄物

発生量の削減、作業プロセスの削減、将来の模擬燃料体等の

取出し・洗浄期間の短縮を図ることを目的に、炉心に装荷し

ている燃料体の取出し箇所の一部について、模擬燃料体等を

装荷しない。本資料は一部箇所に模擬燃料体等を装荷しない

状態における原子炉施設の安全性及び燃料体の取出しへの影

響を説明する資料である。 

 

2．評価概要 

もんじゅの燃料体は、炉心支持板の連結管に差し込まれ自

立しており、6 本の隣り合う燃料体によってパッド部を介し

てお互いを支え合う状態となる。もんじゅの燃料体等の装荷

状態及び支持構造を第 1 図に示す。このとき、内側炉心部、

外側炉心部及びブランケット燃料装荷部において、一部箇所

に模擬燃料体等を装荷しない場合、炉心からの燃料体の取出

し作業に影響する要因を網羅的に抽出し、原子炉施設の安全

性及び燃料を安全に取り扱う機能維持の観点から、影響の有

無と影響の程度を確認する。評価の詳細については確認結果

を別添 1-1 に補足する。 

 

2.1 影響評価の視点 

以下の視点から部分装荷による影響要因を網羅的に抽出

し、それら要因について影響の有無と影響程度を確認する。 

(1) 原子炉施設の安全性への影響 

廃止措置計画認可申請書 添付書類四の評価結果に対

する部分装荷の影響を確認する。 

(2) 燃料取扱い機能への影響 

部分装荷によって模擬燃料体等の未装荷箇所が空間

となり、燃料体頂部の移動可能空間が拡がる。これに対

し、燃料取扱設備の燃料取扱い機能への影響及び燃料取

扱設備の操作性への影響を確認する。 

(3) 冷却機能への影響 

部分装荷によって模擬燃料体等の未装荷箇所が空間

となり、炉心を流れる冷却材の流量配分が変わる。流量

配分の変化に伴う冷却機能への影響及び循環流量の変

化による設備への影響を確認する。 

 

 

記載の適正化 

 

 

部分装荷時の影響

評価全体概要を記

載することとし、

記載内容を変更 

 

 

 

 

 

本文五にて「部分

装荷」を定義した

ため、本項での定

義付けを削除 

部分装荷時の影響

評価全体概要を記

載することとし、

記載を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 1 
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) ナトリウム内包機器等への影響 

ナトリウム漏えい事故防止の観点から、部分装荷がナ

トリウム漏えいやカバーガス漏えいに与える影響及び

ナトリウム漏えい対策設備への影響を確認する。 

(5) 放射性物質内包機器等への影響 

放射線防護の観点から、部分装荷において放射性物質

拡散防止機能や遮蔽機能に与える影響を確認する。 

(6) 放射性廃棄物の処分への影響 

放射性廃棄物発生量低減の観点から、廃棄物処理・処

分への影響を確認する。 

 

2.2 評価すべき事項の整理 

上記視点から抽出した影響評価項目を整理し、第 1表「部

分装荷による影響評価一覧」に示す。その結果を踏まえ、

部分装荷の影響を体系的、網羅的に検討すると、詳細確認

が必要な項目は以下となる。 

(1)  安全評価上の確認事項 

「止める」については、部分装荷開始時点で、制御棒を

全数引き抜いても臨界にならないことから、これ以上の評

価は必要としない。 

「冷やす」については、既認可において燃料体が全数装

荷された場合における冷却機能喪失時の燃料被ふく管の

健全性を確認しているものの、炉心を流れる冷却材の流量

配分変更のため、定量的な評価が必要となる。また、地震

時に炉心体系が維持され、冷却材流路が確保されることの

確認も必要である。 

「閉じ込める」については、既認可において原子炉容器

や燃料交換装置の耐震安全性を確認しているものの、廃止

措置を安全に進めるためには地震時の燃料体の構造健全

性確認が必要となる。 

(2)  燃料取扱い機能維持上の確認事項 

燃料取扱い機能については、不透明な液体ナトリウム環

境下で自動化運転にて燃料体を取り扱うため、炉心体系を

維持し、燃料体の位置を一定範囲に保つことが重要であ

る。よって燃料体頂部の変位、地震時の燃料体の構造健全

性及び炉心体系が維持されているか確認が必要となる。 

以上より、炉心体系の維持は、「冷やす」、「閉じ込め

る」だけでなく、燃料取扱い機能にも影響する。地震時に

部分装荷時の影響

評価全体概要を記

載することとし、

記載を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

 

変更箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おける燃料体の構造健全性、炉心体系の維持、及び炉心の

冷却材の流量配分変更の影響について詳細に確認する。 

 

2.3.評価の内容 

(1)  地震時の影響 

部分装荷による地震時の燃料体の挙動については、次期

高速炉に向けて開発した炉心群振動を 3次元で解析するコ

ード REVIAN-3D(1)ver8.0 を用いる。本解析コードはこれま

での許認可で使用実績がなく、評価結果の保守性に関し、

一定程度の保守性を有していることは確認されているも

のの 、定量的評価が確定していない。しかしながら、計算

モデルと理論解との比較による検証が行われ、高速炉の炉

心体系を想定した実規模の試験結果との比較により、定性

的傾向が再現され、燃料体の水平方向の時刻歴変位、跳び

上がり量の最大値、衝突荷重の最大値は一定の精度注 1で概

ね評価出来、本解析コードの妥当性も確認されている。こ

のため、今回の評価では本解析コードを適用する。 

地震時の影響を確認するため、水平方向の振動によって

燃料体同士が衝突し、パッド部に発生する衝突荷重、エン

トランスノズル付け根部に発生する曲げ応力、鉛直方向の

振動により発生する燃料体の跳び上がり量を評価する。本

解析コードにて地震時の炉心の群振動挙動を評価した結

果、評価基準値を下回り、燃料体の構造健全性が確保され

る。よって、部分装荷の状態においても炉心体系は維持さ

れる。 

地震時の燃料体の最大跳び上がり量は燃料交換装置や

炉心上部機構と干渉せず、ラッパ管のパッド外れも発生し

ない。燃料体が跳び上がった後も元の位置に収まり、炉心

体系は維持され、燃料交換装置の燃料取扱い機能に影響を

与えない。評価結果を第 2 表に示す。 

また、落下し、炉心支持板と着床時の衝突で鉛直方向の

荷重が燃料体に発生するが、この圧縮荷重によって、ラッ

パ管、燃料被ふく管共に座屈しない。 

以上より、部分装荷においても地震時に燃料体の健全性

が確保され、炉心体系が維持されることを確認した。 

注 1：跳び上がり量の最大値は±20～30%（単体及び 37

体群体系試験結果との比較結果） 
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 炉心の冷却材の流量配分変更の影響 

部分装荷によって模擬燃料体等の未装荷箇所の流動抵

抗が減少し、その部分の流量が増加し、燃料体に流れる冷

却材流量が減少する。部分装荷時における炉心燃料の冷却

性を確認するため、冷却材が流れない状況を想定し、燃料

被ふく管肉厚中心温度を評価したが、その温度は 218℃で

あり、熱的制限値（675℃）を下回ることから、燃料被ふく

管が損傷することはない。また、部分装荷により、模擬燃

料体等の未装荷部分の冷却材流量が増え、燃料体装荷部を

流れる冷却材流量が減った場合の流量を概算し、燃料体装

荷部を流れる温度上昇を評価すると 1℃未満である。 

一方、炉心部全体の流動抵抗が減少することで 1 次主冷

却系の冷却材循環流量は増加する。しかし、1 次主冷却系

全体の圧力損失が増加するため、循環流量は一定流量以上

増えない。また、1 次主冷却系の循環ポンプの運転は定回

転数運転であり、流量が増加するとポンプの揚程が低下す

ることから、循環流量が増加してもポンプ（ポニーモータ）

の負荷はほとんど増加せず、ポンプの継続運転が可能であ

り、冷却材の循環も維持される。 

また、模擬燃料体等を装荷しない領域の流量は増加する

が、このような流量増加は全装荷時における燃料体の取出

し時においても発生しており、燃料体の取出しへの影響は

ない。 

以上より、炉心の冷却材の流量配分変更に伴う、燃料体

及び冷却材の温度上昇は小さく、冷却材の循環に係る設

備、燃料体の取出しへの影響がないことを確認した。 

 

(3) 燃料体の取出しへの影響 

部分装荷の状態では、隣接模擬燃料体等との接触面が減

少し、模擬燃料体等同士の隙間も増加することで、燃料体

頂部変位が増加する。 

燃料交換設備への影響として、地震時における燃料体の

跳び上がりによる干渉が想定される。確認した結果、最大

跳び上がり量は第 2 表に示す通りであり、燃料交換設備に

干渉しないことなどを確認した。また、燃料体の傾きを評

価した結果、エントランスノズル部の嵌合部の隙間によっ

て傾きが制限されており、燃料体周囲に空間が発生して

も、燃料体頂部の変位は設計で許容する範囲内(グリッパ
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心と燃料体中心とのずれ許容値 20mm 以内)である。燃

料取扱設備に故障等が発生した場合、故障時等の対応が必

要になるが、その対応は、部分装荷、全装荷にかかわらず

同じである。 

部分装荷では、操作手順及び操作プログラムの変更等が

発生する。しかし、全装荷時にも同様の操作手順が含まれ

ていること、作動試験を行うことでプログラム変更の誤り

のリスクは回避でき、燃料体の取出し工程への影響はな

い。 

以上より、部分装荷による燃料交換設備への影響、燃料

取扱設備の故障時への対応、操作手順及び操作プログラム

の変更に伴う影響について、それぞれ影響がないことを確

認した。 

(4) その他の影響 

① ナトリウム内包機器等への影響 

部分装荷は炉心構成の変更であり、ナトリウムやカバー

ガスの隔壁を形成する設備に変更はない。このため、部分

装荷はナトリウムの保持機能及びカバーガスの正圧保持

機能に影響を与えない。同様に、ナトリウム凍結防止設備

及びナトリウム漏えい対策設備に変更はなく、ナトリウム

凍結防止及びナトリウム漏えい対策への影響はない。 

② 放射性物質内包機器等への影響 

放射性物質を内包するナトリウムやカバーガスの境界

を形成する機器や放射線遮蔽に係る設備に変更はない。こ

のため、放射性物質の遮蔽機能、気密機能に影響を与えな

い。なお、燃料被ふく管ギャップ内の放射性ガスは十分減

衰しており、燃料体全数の破損を想定しても、周辺公衆に

対し著しい放射線被ばくリスクを与えないことを、既認可

申請書で評価済みである。 

③ 放射性廃棄物の処分への影響 

模擬燃料体等が減ることにより燃料洗浄設備の負荷が

減り、洗浄廃液や放射性廃棄物の発生量は減少する。 

④ 事故評価への影響 

事故評価への影響については、既認可の評価に包含され

る。自然災害に係る評価への影響の内、地震評価以外は、

既認可の評価に包含される。 

⑤ 異常時対応への影響 

事故発生時の対応、自然災害発生時の対応、大規模損壊
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3.  燃料交換装置グリッパ中心と炉心燃料頂部のずれにつ

いて 

 もんじゅの燃料体同士の最小隙間はパッド部であり、この

隙間は第 2 図の d の 0.7mm である。部分装荷状態では燃料体

発生時の対応は、部分装荷、全装荷にかかわらずその対応

は同じである。 

 

3. 想定を超えて燃料体の取出しができない事態が発生した

場合の対応 

部分装荷とすることで炉心からの燃料体の取出しに影

響する要因を網羅的に抽出し、評価した。しかし、炉心群

振動解析コード REVIAN-3D による解析結果は概ね妥当と

の評価にとどまること、さらに想定を超え燃料体の取出し

ができない事態の発生も考慮し、その対応を整理する。 

廃止措置段階においては、燃料体の放射能レベルも減衰

しており、燃料体の崩壊熱は 9.7kW と低いため、ナトリウ

ムの液面を下げ、検査孔や予備孔を利用して内部の観察が

可能である。内部観察によって炉内の状況を把握し、その

情報を基に必要な回収装置を製作して燃料体を回収する。 

燃料体の回収については、設計当初から想定している燃

料交換装置の故障時の対応方策や炉内中継装置の回収、常

陽で蓄積されたナトリウム中からの機器回収知見を活用

することで回収が可能と評価する。 

 

4. まとめ 

部分装荷とすることで炉心からの燃料体取出し作業に

影響する要因を網羅的に抽出し、評価した結果、原子炉施

設の安全性が確保され、燃料体の取出し作業に支障がない

ことを確認した。 

また、炉心群振動解析コード REVIAN-3D による解析結

果は概ね妥当との評価にとどまることを踏まえ、想定を超

えて燃料体の取出しができない事態が発生した場合にお

いてもこれまでの知見を活用することで燃料体を回収す

る見通しがあることを確認した。 

以上より、部分装荷は模擬燃料体等の取扱いに伴う不具

合の発生可能性を低減し、放射性物質を内蔵する燃料体と

化学的に活性なナトリウムが共存するリスクを早期低減

するものと評価する。 
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

が倒れ込む空間が生じ、燃料体頂部の移動量 d’は 1.4mm とな

る（d’=2d=1.4mm）。さらに、その隣の燃料体も押された場合、

燃料体の移動量は 2d’=4d=2.8mm が加わり、合わせて 4.2mm

となる。しかし、燃料体頂部の移動量は構造上の制約から、

後述する第 3 図 d1 値以上に移動することはない。 

もんじゅは連結管の形状・寸法と燃料体のエントランスノズ

ルの形状・寸法の組合わせで誤装荷を防止している。連結管

に差し込まれるエントランスノズル部の外径と連結管の内径

との隙間は 0.2mm であり、この隙間によって燃料体が自立し

ているとした場合に算出される燃料体頂部の移動量は第 3 図

に示す関係より d1＝1.9mm となる。 

燃料体の傾きによる頂部の最大の位置ずれは、中心位置か

ら±1.9mm のずれを考慮すると 3.8mm となる。これに過去の

炉心アドレス確認試験で計測された芯ずれ量の最大値 7.4mm

を加えても 11.2mm にとどまり、これは全炉心の取扱いに支

障が出ないための判定基準である燃料交換装置グリッパ中心

と炉心燃料頂部中心とのずれ許容値 20mm 以内を満足するた

め、燃料体の取出しに影響を与えないことを確認した。 

4.  燃料体の地震時に対する構造健全性について 

炉心の部分装荷時の振動挙動を評価するため、振動挙動解

析モデルを用いて燃料体に作用する荷重を算出する。算出し

た荷重から燃料体に生じる応力が評価基準値を下回ることを

確認する。 

評価に用いる地震動は、「『発電用原子炉施設に関する耐

震設計審査指針』等の改訂に伴う既設発電用原子炉施設の耐

震安全性の評価等の実施について（原子力安全・保安院、平

成 18 年 9 月 20 日）」（以下、「耐震バックチェック」とい

う）において、「応答スペクトルに基づく地震動評価」によ

り策定した基準地震動 Ss を用いる。 

 

4.1  評価対象及び評価部位の選定 

模擬燃料体を装荷しない箇所が最も多く、模擬燃料体変位

が最大となる燃料体取出し完了時の配置を対象に評価を実施

する。評価対象となる部分装荷状態を第 4 図に示す。ここで

は、部分装荷状態において燃料体の取出しに影響を与えない

ことを確認するため、燃料体と模擬燃料体を同列に扱うこと

とし、以下、燃料体及び模擬燃料体は区別しない。 

燃料体は地震時の揺れにより、周囲構造物との衝突、水平
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

変位応答が生じ、パッド部の圧縮、エントランスノズルの曲

げなどの応力が発生することから、燃料体の評価部位として、

パッド部及びエントランスノズル付け根部を評価部位に選定

する。 

 

4.2 評価の方法 

解析については、部分装荷状態における地震時の炉心挙動

を模擬するため、部分装荷状態をモデル化した 3 次元炉心群

振動解析を行い、燃料体に作用する荷重(応力)を評価する。 

（1）解析コード 

炉心群振動解析コード REVIAN-3D(1) ver8.0 

（2）解析モデル 

解析モデルの概念図を第 5 図に示す。個々の燃料体は、

質量及び剛性を考慮した多質点-はりモデルにより模擬

し、かつ、燃料体同士の荷重伝達経路であり、地震により

衝突荷重が発生するパッド部に衝突要素（衝突剛性、衝突

減衰、ギャップ）を設定する。この際、部分装荷状態を考

慮し、装荷しない箇所のモデルを除去し、振動挙動に影響

する要素（集合体間ギャップ、質量等）及び、模擬燃料体

を装荷しないことによる水平方向の流体抵抗をモデル化

する。 

これらを部分装荷状態のとおり配置し、炉心支持板相当

位置に地震力を入力することで、炉心全体の振動挙動を模

擬する。 

（3）解析条件 

解析モデル及び流体の温度は、炉停止時の温度として

200℃とする。主な解析パラメータを第 1 表に示す。 

（4）解析結果 

解析結果、パッド部の最大衝突荷重及びエントランス

ノズル付け根部の曲げ応力を第 2 表に示す。 

 

4.3 評価結果 

  評価結果を第 2 表に示す。評価基準値は設計時における

評価結果から限界荷重を算出した。第 2 表に示すとおり、

炉心群振動解析によるパッド部衝突荷重及びエントランス

ノズル付け根部の曲げ応力はそれぞれ評価基準値を下回っ

ており、部分装荷時の衝突荷重や水平変位による曲げに対

する健全性は確保されていることを確認した。 
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

 

5. 結論 

模擬燃料体の部分装荷においても、燃料体の取出しに影

響を与えないこと及び燃料体の地震時に対する構造健全

性が確保されることを確認した。 
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第 1 表 主な解析パラメータ 

部位 解析パラメータ 

上部パッド部 

衝突剛性 6.86×108 N/m 

衝突減衰 3.70×104 Ns/m 

ギャップ 0.7 mm 

中間パッド部 

衝突剛性 1.02×107 N/m 

衝突減衰 7.60×103 Ns/m 

ギャップ 1.0 mm 

エントランスノズル上部 
衝突剛性 6.01×107 N/m 

衝突減衰 7.70×103 Ns/m 

エントランスノズル下部 
衝突剛性 1.75×108 N/m 

衝突減衰 1.34×104 Ns/m 

球面座 
衝突剛性 2.22×108 N/m 

衝突減衰 1.01×105 Ns/m 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 表 部分装荷による影響評価一覧 

 

 

（別紙 1-1） 
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

第 2 表 評価結果 

 

部位 発生値 評価基準値 裕度※ 

上部パッド部 

[kN] 
112.8 564 5.0 

中間パッド部 

[kN] 
5.3 28 5.2 

エントランスノ

ズル 

付け根部 

[MPa] 

141.1 440 3.1 

※ 裕度＝評価基準値／発生値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 表 炉心群振動解析に基づく評価結果 

 

部位 発生値※1 評価基準値 裕度※2 

上部パッド部 

衝突荷重 [kN] 

112.8 
564 

5.0 

114.6 4.9 

中間パッド部 

衝突荷重 [kN] 

5.3 
28 

5.2 

5.5 5.1 

ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ付け根部 

曲げ応力 [MPa] 

141.1 
440 

3.1 

173.2 2.5 

跳び上がり量 

[ mm ] 

＜20 
40

※3

 
＞2 

＜2 ＞20 

※1：2 種類の地震動で評価（上段：耐震ﾊﾞｯｸﾁｪｯｸで策定した

基準地震動 Ss-D、下段：近隣軽水炉の基準地震動を参考

に策定した地震動） 

※2：裕度＝評価基準値／発生値 

※3：燃料体頂部から燃料交換装置のグリッパ案内筒底面ま

での距離（干渉回避）。45mm で燃料体のパッド部外れ

が発生 

 

 

近隣軽水炉の基準

地震動を参考に策

定した地震動、燃

料体の跳び上がり

量の評価結果を追

加。 
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 「もんじゅ」燃料体等の装荷状態及び支持構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 「もんじゅ」燃料体等の装荷状態及び支持構造 

 

（変更なし） 

炉心構成要素 

炉心槽 

炉内中継ラック 

炉心支持板 
連結管 

内筒 

炉内ラック 

上部支持板 

原子炉容器 

上部炉心支持板 

下部炉心支持板 

炉心支持板 

連結管 

上部パッド部 

中間部パッド部 

エントランスノズル部 

炉心構成要素 

炉心槽 

炉内中継ラック 

炉心支持板 
連結管 

内筒 

炉内ラック 

上部支持板 

原子炉容器 

上部炉心支持板 

下部炉心支持板 

炉心支持板 

連結管 

上部パッド部 

中間部パッド部 

エントランスノズル部 
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 もんじゅの炉心構造の特徴を踏まえた燃料体頂部の

移動量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 誤装荷防止機構から想定される移動量 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

部分装荷時の影響

評価の全体概要を

記載することにし

たため、詳細な内

容については、別

添 1-1 に移動する。 
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変更箇所 補正前 補正後 理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 図 燃料体の取出し完了時の模擬燃料体及び固定吸収体

の部分装荷状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部分装荷時の影響

評価の全体概要を

記載することにし

たため、詳細な内

容については、別

添 1-1 に移動する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：制御棒集合体及び 

 中性子源集合体 

：空き箇所 

：模擬燃料体及び 

固定吸収体 



14 

 

変更箇所 補正前 補正後 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 図 解析モデルの概念図 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

部分装荷時の影響

評価の全体概要を

記載することにし

たため、詳細な内

容については、別

添 1-1 に移動する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第 1 表 部分装荷による影響評価一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

模擬燃料体の

部分装荷  

安 全 性 へ の

影響 

事故評価への

影響 

燃料取扱事故 /Na 漏

えい事故 /Ar ガス漏

えい事故 /臨界事故 /

冷却系機能喪失事故  

部分装荷状態が既評価へ与える影響  

部分装荷時における事故対応への影響  

A 

A 

【影響】  

災害評価への

影響 
地震 部分装荷状態が既評価へ与える影響  C 

部分装荷時における地震時の燃料体の取出しへの影響  A 

津波 /竜巻 /火山噴火 /

火災/内部溢水  

部分装荷状態が既評価へ与える影響  A 

部分装荷時における災害時の燃料体の取出しへの影響  A 

大規模損壊対応への影響  A 

燃料取扱い  

機能への影響  

炉心体系が変

わることの影

響 

未装荷箇所の空間が

増えることの影響  

隣接燃料体からの拘束面が減る影響  D 

燃料体周囲の隙間が増大する影響  D 

流量が変化する影響  B 

他機器と干渉する可能性  D 地震時に跳び上がる

ことの影響  

燃料体頂部変位が大きくなる可能性  D 

炉心支持板への衝突による影響  D 

燃料交換設備

への影響  

燃料交換装置への影

響 

炉内中継装置、回転

プラグ、しゃへいプ

ラグ、炉内構造物、

炉心上部機構、原子

炉容器、保修用機器、

計測制御系への影響  

部分装荷状態が装置に与える影響  D 

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える影響  B 

部分装荷状態が装置に与える影響  B 

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える影響  B 

燃料取扱設備

の操作への影

響 

計測制御系への影響  部分装荷状態が装置に与える影響  D 

操作手順への影響  操作手順変更の影響  D 

操作員への影響  D 

自動制御ソフトへの

影響 

操作手順プログラムの影響  D 

プログラム変更誤りのリスク  D 

冷却機能への

影響 

炉心燃料への

影響 

炉心流量変化による

影響 

未装荷領域に冷却材が多く流れ、燃料装荷領域の流量が

減ることの影響  

A 

除熱機能喪失（電源喪失）による影響  A 

ナトリウム内

包機器等への

影響 

空気との直接

接触防止への

影響 

隔壁(バウンダリ)への影響  A 

カバーガスへの影響  A 

ナトリウム凍

結防止への影

響 

保温材/予熱設備への影響  B 

入熱機能喪失（電源喪失）による影響  B 

ナトリウム漏

えい対策への

影響 

ナトリウム漏えい対策設備への影響  A 

放射性物質浄化機能への影響  A 

放射性物質内

包機器等への

影響 

放射性物質拡

散防止への影

響 

ナトリウム漏えい対策設備への影響  A 

放射性物質浄化機能への影響  A 

放射線遮蔽へ

の影響  

炉心からの放射線遮蔽への影響  A 

使用済燃料からの放射線遮蔽への影響  A 

放射性廃棄物

の処分への影

響 

燃料処理貯蔵

設備への影響  

放射性廃棄物

処分への影響  

燃料処理設備 (燃料

洗浄設備等 )への影

響 

部分装荷が設備に与える影響  B 

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出し作業に与える影

響 

B

A 

E 
【凡例】  

A:原子炉施設の安全性の観点から影響ない  

B:燃料体の取出しの観点から影響ない  

C:原子炉施設の安全性の観点で確認が必要  

D:燃料体の取出しの観点で確認が必要  

E:廃棄物が低減される  
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1．評価の目的  

廃止措置段階の燃料体取出し作業において、放射性廃棄物発生

量の削減、作業プロセスの削減、将来の模擬燃料体取出し・洗浄期

間の短縮を図ることを目的に、炉心に装荷している燃料体の取出

し箇所の一部について、模擬燃料体等を装荷しない（以下「部分装

荷」という。）。  

もんじゅの燃料体は、炉心支持板の連結管に差し込まれ自立し

ており、6 体の隣り合う燃料体によってパッド部を介して互いに支

え合い炉心体系を維持する。もんじゅ燃料体等の装荷状態及び支

持構造を第 1-1 図に示す。部分装荷では、内側炉心部、外側炉心部

及びブランケット燃料装荷部において、隣り合う模擬燃料体 6 体

のうち 3 体が装荷されていない状態となる。部分装荷は当初設計

では想定していない炉心体系となることから、安全性（止める、冷

やす、閉じ込める）及び燃料を安全に取扱う機能に与える影響の観

点から、影響の有無と影響の程度を確認する。  

 

2．部分装荷における評価事項の体系的整理  

2.1 影響要因の網羅的抽出  

部分装荷を設備的に見れば、炉心部に模擬燃料体が装荷されな

い空間部が生じ、当初の設計想定とは異なった炉心体系となり、ま

た、模擬燃料体同士の相互支持面が 6 面から 3 面に減少する。こ

の影響がどこに顕れてくるか網羅的に把握するため、以下の視点

から影響を与える可能性がある項目を抽出・整理し、抽出された

個々の項目に対し、部分装荷による影響の有無を定性的に評価す

る。また、必要な場合は定量的評価を加え、その程度を確認する。  

(1)  原子炉施設の安全性への影響  

「高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設廃止措置計画認可申請
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書」（平成 30 年 3 月 28 日付け認可）（以下「既認可申請書」と

いう。）の添付書類四に「廃止措置中の過失、機械又は装置の故

障、地震、火災等があった場合に発生すると想定される事故の種

類、程度、影響に関する説明書」に記載された評価結果が、部分

装荷とすることで影響を受けるか否かを確認する。  

(2)  燃料取扱い機能への影響  

部分装荷によって模擬燃料体の未装荷箇所が空間となり、燃

料体頂部の移動可能空間が拡がる。これによって燃料取扱設備の

燃料取扱い機能に影響を与えるか否か、燃料取扱設備の操作性に

影響を与えるか否か、燃料体の取扱いに関係する設備に影響を与

えるか否かを確認する。  

(3)  冷却機能への影響  

部分装荷によって模擬燃料体の未装荷箇所が空間となり、炉

心を流れる冷却材の流量配分が変わる。これによる冷却機能への

影響及び循環流量が変化することによる設備への影響を確認す

る。  

(4)  ナトリウム内包機器等への影響  

ナトリウム漏えい事故防止の観点から、部分装荷において、ナ

トリウム漏えいやカバーガス漏えいに与える影響の有無、また、

ナトリウム漏えい対策設備への影響の有無を確認する。  

(5)  放射性物質内包機器等への影響  

放射線防護の観点から、部分装荷において放射性物質の閉じ

込め及び拡散防止機能や遮へい機能に与える影響の有無を確認

する。  

(6)  廃棄物の処理・処分への影響  

廃棄物発生量低減の観点から、廃棄物処理・処分への影響を確

認する。  
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2.2 評価すべき事項の整理  

前述の視点から抽出した影響評価項目を整理し、その概要を第

2.2-1 表に示す。部分装荷の影響を体系的、網羅的検討すると、詳

細に確認すべき項目は以下のように整理される。  

(1)  安全評価上の確認事項  

「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」の観点から、詳細に評価

すべき事項を整理すると、次のように整理される。  

「止める」機能に関しては、 2017 年 4 月時点で、炉心部の燃

料体 12 体を取り出せば、制御棒を全数引き抜いても臨界になら

ないと評価されている。部分装荷開始時点で炉心燃料体は 198 体

中 132 体が炉心から取り出されており、制御棒を全数引き抜いて

も臨界に至ることはなく、「止める」機能に関してはこれ以上の

評価は必要ない。  

「冷やす」機能に関しては、既認可申請書添付書類四の中で、

保守的な条件の下、冷却機能喪失時の燃料被ふく管の肉厚中心温

度を評価し、定格運転時の熱的制限温度 675℃を超えないことを

確認している。部分装荷開始時点で炉心に残る燃料体数も減って

おり、炉心全体の崩壊熱は約 1/3 に低下している。冷却機能を喪

失しても燃料被ふく管肉厚中心温度は下がる方向となる。一方、

冷却材流量は、部分装荷となることから、模擬燃料体が装荷され

ない部分の冷却材流量が増え、燃料装荷部を流れる冷却材流量が

減る。「冷やす」機能に関しては、部分装荷の影響を受けること

から、定量的評価を実施し、冷却機能へ与える影響程度を確認す

る。また、燃料体が冷却される前提は、炉心体系が維持され、冷

却材の流路が確保されることが前提となる。地震時において炉心

体系が維持されることの確認も必要である。  

「閉じ込める」機能に関しては、燃料体が保有する放射性ガス



1-別 1-1 本-4 

 

の放射能濃度は十分減衰しており、かつ原子炉容器や燃料取交換

装置や燃料出入設備の耐震安全性は既認可申請書で確認されて

いる。また、部分装荷では、原子炉容器や燃料交換装置のバウン

ダリに変更を加えることもない。従って、炉心の燃料体が原子炉

容器内で損傷しても、容器の閉じ込め機能は維持されており、周

辺公衆に対する放射線被ばくのリスクは小さい。しかしながら、

部分装荷状態では燃料体を支え合う周囲の燃料体の数が 6 体か

ら 3 体に減り、燃料体頂部の移動可能空間も拡がることから、全

装荷状態とは耐震性の評価条件が異なってくる。廃止措置を安全

に進めるためには、燃料体の健全性確保が重要であり、炉心体系

の維持、放射性物質の閉じ込めの観点から、地震時における炉心

の群振動挙動を評価し、燃料体の健全性を確認する。  

(2)  燃料取扱い機能維持上の確認事項  

高速炉では燃料が不透明なナトリウム中にあり、視認のでき

ない状況下で、計算機を利用した自動運転にて原子炉から燃料体

等を取り出す。もんじゅの燃料交換装置は、「 単回転プラグ /パ

ンタグラフ型 /固定アーム」方式を採用している。具体的には、回

転プラグの回転と、その中心に対して偏心して据え付けた燃料交

換装置本体から張り出したアームの旋回により、アームの先に設

けた燃料体等をつかむためのグリッパを、炉内の任意の場所に位

置決めする。  

燃料体等の頂部位置は、機器据付時及び総合機能試験時にお

いて計測されており、その計測位置と、設備側の位置決め精度と

を考慮し、燃料交換時における回転プラグの回転角度と燃料交換

装置本体アームの旋回角度を、あらかじめ計算機ソフト上に登録

している。  

部分装荷では、燃料体頂部の移動可能空間が拡がることから、
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燃料体頂部と燃料交換装置グリッパとの偏心量が大きくなり、グ

リッパのつかみ動作に影響を与える可能性がある。部分装荷状態

における燃料体頂部の移動量を評価し、燃料取扱い機能に影響を

与えないことを確認する。  

同様に、地震に対しても、炉心体系が維持され、地震後も燃料

体頂部の過大な偏心がないことが重要である。地震時の燃料体の

健全性は耐震性評価の中で確認する。また、地震時には燃料体が

跳び上がる。その跳び上がり量を評価し、燃料体同士のパッド部

外れ等が発生することがなく、燃料交換装置の燃料体へアクセス

性に影響を与えないことを確認する。  

部分装荷状態では、模擬燃料体未装荷箇所の冷却材流量が増

えるだけでなく、炉心全体の流動抵抗も減少する。この結果、１

次主冷却系の冷却材循環流量も増えるが、このような流量変化を

評価し、流量変化が燃料取扱い機能及び関係する設備に影響を与

えないことを確認する。  

部分装荷では、燃料体を取り出した後に模擬燃料体を装荷し

ない。このため、模擬燃料体全装荷時の操作手順が変わり、また

制御ソフトの変更も必要となる。この影響を定性的に評価し、燃

料体の取出しに影響を与えないことを確認する。  

(3)  まとめ  

炉心体系の維持は、「冷やす」機能、「閉じ込める」機能だけで

なく、燃料取扱い機能確保にも影響する。すなわち、冷却材の流

路確保は、燃料被ふく管の損傷を防止し、放射性物質の閉じ込め

機能を維持する。また、燃料装荷位置の変動は燃料交換装置の燃

料体へのアクセス性やグリッパの接続動作に影響を与える。  

炉心体系の維持に対しては、炉心燃料体が振動する地震の影

響が大きく、過去の耐震安全性評価においても燃料体の健全性を
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確認し、炉心体系が維持されることを確認している。部分装荷で

は、模擬燃料体未装荷箇所が空間となり、地震時に燃料体頂部の

移動可能空間が拡がり、全装荷状態と比較し燃料体の振動が大き

くなることが予想される。このような状況を踏まえて、初めに地

震時の炉心群振動挙動を評価し、燃料体の健全性を確認し、炉心

体系が維持されることを確認する。  

 

3．炉心燃料体の群振動解析コードの適用性  

部分装荷では、地震時の炉心群振動挙動を評価し、燃料体の放

射性物質の閉じ込め機能や、設備の燃料取出し機能に影響を与え

ないことを確認しておくことが重要となる。部分装荷状態におけ

る地震時の炉心燃料体の振動挙動は、次期高速炉向けに開発され

た 3 次元炉心群振動解析コード REVIAN-3D [ 1 ]  ver8.0 を使用して評

価する。この解析コードの概要と適用性について説明する。  

 

3.1 解析コードの概要  

高速炉の炉心は多数の燃料集合体等の炉心構成要素で構成され

ており、地震時には、炉心構成要素は地震動により他の炉心構成要

素や炉心支持構造物と衝突しながら水平方向に変位し、炉心支持

板の上下動によって上方に跳び上がり、落下する。また、炉心構成

要素は流体中に密に設置されるため、流体を介して隣接する炉心

構成要素の振動の影響を受ける。炉心群振動解析コード REVIAN-

3D は、多数の炉心構成要素に衝突や流体力が作用する複雑な群振

動挙動を 3 次元で評価するために作成された解析コードである。  

解析コードでは、運動方程式をモーダル解析の手法を取り入れ

た時刻歴応答解析により、時々刻々の炉心構成要素の挙動を計算

する。解析モデルは、各炉心構成要素を多質点系モデルとし、炉心
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構成要素の運動は、XYZ3 方向の変位、及び重心点廻りの回転 2 方

向（XY）を考慮し、鉛直軸廻り（Z 軸廻り）の回転は考慮していな

い（回転しない）。また、炉心構成要素の振動による水平方向の弾

性変形は 3 次モードまでを考慮する。燃料体はエントランスノズ

ルが炉心支持板の連結管に差し込まれ 2 箇所の嵌合部で支持され

自立している。このため、エントランスノズルの上部及び下部で支

持された梁として固有振動モードを算定する。隣接燃料体との衝

突の影響は、継続時間が数ミリ秒程度と短いことから、振動モード

への影響は考慮しない。また、隣接燃料体パッド部、エントランス

ノズル嵌合部の衝突は燃料体を多質点の梁モデルとして解析し、

その結果を一般力と回転モーメントに置き換え、REVIAN-3D の運

動方程式の外力として組み込む。解析で考慮する荷重は、①パッド

間における衝突荷重及び摩擦力、②エントランスノズル－連結管

における衝突荷重及び摩擦力、③球面座 -連結管における衝突荷重、

④炉心支持板の振動による加振力、⑤流路網による流体力、⑥流体

排除質量による流体力、⑦炉心構成要素内部流れによる流体力、⑧

浮力、⑨自重である。なお、燃料取出し中は定格運転時に比較して

炉心構成要素内部を流れる流量は 1/10 以下と小さいことから、内

部流れによる流体力はゼロとしている。炉心燃料体の群振動解析

モデルを第 3.1-1 図に、炉心群振動解析で考慮する荷重を第 3.1-2

図に示す。  

 

3.2 解析コードの適用性  

REVIAN-3D の開発は、燃料体単体の試験結果と解析結果の比較

から開発に着手し、段階的に燃料体数を増やして試験体系を拡大

し、解析コードの開発を進めてきた。試験は 4 つの体系、①実寸単

体、② 37 体群体系、③ 18 体及び 32 体列体系、④ 127 体及び 313 体
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多数体系、で試験を実施し、試験結果と解析結果とを比較すること

によってコードの妥当性を確認するとともに、適宜計算モデルに

修正を加え、解析コードの信頼性を確保してきた。段階を踏んで開

発を進めたコード開発全体の流れを第 3.2-1 図に、試験の変遷と取

得したデータの概要を第 3.2-1 表に示す。なお、 37 体群体系試験

は、試験体の重量が約 185kg と、もんじゅの炉心燃料体の重量約

180kg と同等であり、もんじゅ相当の試験となっている。  

計算（数理）モデル検証の観点では、①自由落下時の挙動を理論

解と比較し、解析刻み時間を衝突固有値の 1000 倍程度とすること

で、理論解に対し ±1％程度の誤差で解析が可能となること、②自由

落下時の跳び上がり挙動を理論解と比較し、自由落下後の衝突に

よる跳び上がり高さ、滞空時間をほぼ 100％再現すること、③自由

落下時の摩擦の効果を理論解と比較し、摩擦力の効果（摩擦力が大

きい場合は燃料体が静止し、摩擦力が小さい場合は理論値通り滑

ること）、④流体連成現象（流路網流体力）のモデルは、文献 [ 2 ]に

示される 2 次元モデル解と同等の結果となること、等を確認して

いる。また、⑤解析に組み込まれる数式の定数は、実験によって得

られた値を使用している。  

試験で確認された群振動挙動の特徴は、第 3.2-2 図～第 3.2-5 図

に示すように、①水平加振により跳び上がり量が低減すること、②

流路網の流体力により衝突荷重が低減すること、③内部流体によ

り跳び上がりが増加すること、④最外周付近で水平方向の衝突荷

重が増大する列配列の効果、等であり、解析コードによってこれら

の特徴を概ね再現できている。燃料体の跳び上がりは、炉心支持板

との衝突現象であり、解析により挙動を時刻歴で再現することは

限界があるが、最大跳び上がり量に関しては一定の精度で評価す

ることは可能である。もんじゅ相当の試験となる 37 体群体系試験
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の場合、解析は 0～ 30％の評価精度であり、解析は最大跳び上がり

量を概ね再現する。  

燃料体数を 313 体に増やした多数体系の試験では、第 3.2-6 図に

示すように、燃料体の水平方向変位は試験と解析で、時刻歴挙動及

び振幅の最大値が概ね一致することを確認している。一方、燃料体

の跳び上がり量は、第 3.2-7 図に示すように、水平方向の加振を加

えることで、跳び上がり量が抑制されること、解析値は試験結果に

比べ大き目に評価することを確認している。多数体系の試験では

試験体の鉛直軸廻り（Z 軸廻り）の回転によって、隣接する燃料体

と接触し、その摩擦力が作用して跳び上がり量を抑制する効果が

表れているものと考察される。  

上記に示したように、 3 次元炉心群振動解析コード REVIAN-3D

は段階的に開発を進めてきたコードであり、開発の各段階におい

て計算モデルの検証を行い、解析コードの信頼性を確保している。

また、試験結果と解析結果とを比較することで、解析コードの妥当

性確認を行い、解析結果は試験結果を概ね再現できることから、部

分装荷における炉心群振動評価に適用する。  

 

3.3 解析コードの適用限界と開発課題  

(1)  解析コードの適用限界  

炉心群振動は、多数体の複数箇所による衝突・ガタなどの非線

形性を多く含む現象のため、個々の集合体の時刻歴挙動を完全に

再現することは限界がある。一方で、評価の対象となる水平方向

の時刻歴変位挙動、跳び上がり量の最大値、衝突荷重の最大値に

ついては、ある一定の精度 注 １で評価が可能であることを確認し

ている。また、本解析の適用範囲は、燃料体の跳び上がりにおい

て、燃料体のパッド部が外れない程度、もしくは、一部の炉心構
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成要素がパッド外れを生じる跳び上がり量（～数十 mm）まで、

水平方向の振動に対しては、炉心構成要素が弾性挙動を示す範囲

までである。  

注 1：跳び上がり量最大値は ±20～ 30%程度の誤差、衝突荷重最大値は

大き目に評価、水平方向最大変位量は外側が炉心支持枠で拘束さ

れることからほぼ一致  

(2)  解析コードの開発課題  

本解析コードの適用範囲において、水平変位、衝突荷重を算出

する場合、炉心群振動解析手法に対し開発過程で把握した技術的

な課題はほぼ解決済みである。しかしながら、本解析コードを許

認可用に使用する場合、次の開発課題が残る。  

解析パラメータには、衝突パラメータ（衝突剛性、減衰）、嵌

合部ギャップ、流体力、摩擦係数、物性値など多くのパラメータ

があるが、評価値注 ２ごとにパラメータが保守的となる方向が異

なる。試験結果と解析結果との比較によって、解析値は一定程度

の保守性を有していることは確認されているものの、許認可用に

解析コードを使用するためには、評価の目的に合わせて適切な保

守性を確保するパラメータ設定が必要となる。これには、各パラ

メータがもつ影響度合い（感度）を確認するための感度解析を実

施し、保守側（安全側）の解析結果が得られるよう、安全余裕な

どを考慮した適切なパラメータの組み合わせを示す必要がある。

感度解析を実施し、評価目的に応じた保守性を確保するパラメー

タ設定を定量的に明らかにすることが課題である。  

注 2：炉心群振動解析による評価値には、水平方向変位量、跳び上が

り量、パッド部衝突荷重などがある。  

また、燃料体数を 313 体とした多数体系の試験では、第 3.2-7

図に示したように、解析が燃料体の跳び上がり量を大き目に評価
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する。この要因は、解析では燃料体の鉛直軸廻りの回転を考慮し

ていないことから、隣接試験体との接触による摩擦力の作用が考

慮されず、試験と解析の間で差が出たものと考察されている。多

数体系の試験を、実規模スケールで実施することは振動台の制約

上難しく、解析値が定量的にどの程度の保守性を有した評価とな

っているか試験で実証することは難しい。跳び上がり量を精度よ

く評価する要求が出た場合は、解析モデルに燃料体の回転の効果

を組み込む、あるいは跳び上がり量評価に着目した試験を実施す

る対応が必要となる。  

 

3.4 まとめ  

炉心群振動解析コード REVIAN-3D は、次期高速炉に向け開発さ

れた 3 次元で炉心の群振動挙動を解析するコードである。開発過

程でコードの検証と妥当性確認が行われ、炉心の群振動挙動を概

ね再現できている。燃料体の跳び上がりに関しては、もんじゅ相当

の 37 体群体系試験において、試験結果と解析値とを比較すると、

最大跳び上がり量を 0～ 30％の精度で評価する。また、パッド部外

れがない状況においては、水平方向の最大変位は試験結果とほぼ

一致し、衝突荷重最大値は大き目に評価する。  

解析コードによる評価値が、保守性をどの程度有するか定量的

に明確になっていないものの、炉心の群振動挙動を概ね再現でき

ていることから、評価値に不確かさが残ることを考慮した上で、

REVIAN-3D を部分装荷における炉心群振動評価に適用する。  
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4．模擬燃料体の部分装荷による影響評価  

4.1 地震時の影響  

地震の影響は、燃料体の健全性、燃料取扱い機能の両方に影響

を与える。地震による影響評価は、まず、炉心の燃料体及び炉心体

系維持に与える影響を評価し、炉心の安全性を確認する。その上で、

燃料体の跳び上がりが燃料体に与える影響、燃料取扱い機能に与

える影響を確認する。  

 

4.1.1 炉心への影響  

(1)  評価の目的  

地震時の炉心の群振動挙動を評価し、地震発生時の炉心等へ

の影響を確認する。具体的には、水平方向の振動によって燃料体

同士が衝突し、パッド部に発生する衝突荷重、エントランスノズ

ル付け根部に発生する曲げ応力、鉛直方向の振動により発生する

燃料体の跳び上がり量を評価し、「冷やす」、「閉じ込める」に係

る安全機能が確保されことを確認する。  

(2)  評価の方法  

3 次元炉心群振動解析コード REVIAN-3D ver8.0 をもんじゅ体

系に適用して、部分装荷時の炉心の群振動挙動を評価する。評価

対象は、模擬燃料体を装荷しない箇所が最も多く、模擬燃料体の

変位が最大となる燃料体取出し完了時の配置とする。また、 3.1

項の解析コードの概要でも述べたが、燃料取出し中に炉心構成要

素内部を流れる流量は定格運転時の 1/10以下と小さいことから、

内部を流れる流体力はゼロとしている。評価対象とする炉心構成

を第 4.1.1-1 図に示す。また、地震動から炉心の群振動解析の入

力となる炉心支持板の加速度時刻歴応答を算出するまでの流れ

を第 4.1.1-2 図に示す。  
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評価に用いる地震動は、耐震バックチェック時に策定した基

準地震動 Ss-D（水平方向、鉛直方向）と近隣の軽水炉の基準地震

動を参考に策定した地震動（水平方向、鉛直方向）の 2 組を用い

る。評価に用いる地震動の応答スペクトルを第 4.1.1-3 図に、加

速度時刻歴波形を第 4.1.1-4 図に示す。これらの地震動を、建物

の地震応答解析モデルの基礎底面に入力し、建物の地震応答を求

める。求めた建物床位置の地震応答を原子炉容器の解析モデルに

入力し炉心支持板の地震応答を求め、炉心の群振動解析モデルの

炉心支持板相当位置に入力する。炉心支持板の加速度応答時刻歴

波形を第 4.1.1-5 図及び第 4.1.1-6 図に示す。  

建物の水平方向の地震応答解析モデルは、地盤との相互作用

を基礎版底面の水平及び回転地盤ばねにより考慮した剛基礎を

共有する並列多質点系の曲げせん断型モデルである。また、鉛直

方向の地震応答解析モデルは、地盤を鉛直ばねで表し、耐震壁の

軸剛性評価した軸ばねにより各質点を連結した並列多質点系モ

デルである。建物の地震応答解析モデルを第 4.1.1-7 図に示す。  

原子炉構造には、機器が据え付けられる建物床面の震動が伝

わる。第 4.1.1-2 図に示したように原子炉容器は、原子炉建物内

部コンクリートの床面（ペデスタル）に据え付けられ、地震時の

水平方向の震動は下部支持構造によって拘束する設計である。た

だし、熱膨張を考慮して鉛直方向の原子炉容器の移動は拘束しな

い。  

原子炉構造の地震応答解析モデルを地震動の伝達経路と合わ

せ、第 4.1.1-8 図（水平方向）及び第 4.1.1-9 図（鉛直方向）に示

す。水平方向の原子炉構造の地震応答解析モデルは、内部コンク

リートと原子炉構造とを連成させた多質点はりモデルであり、ペ

デスタルの地震応答を含め原子炉構造の地震応答が評価される。
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入力地震動は建物基礎版の水平方向の床応答を用いる。  

鉛直方向の原子炉構造の地震応答解析モデルは、流体連成を

考慮した 2 次元軸対象モデルであり、構造はシェルモデル要素、

ナトリウムは流体要素でモデル化している。下部支持構造が鉛直

方向の移動を拘束しない設計のため地震動の伝達経路はペデス

タル部からとなる。入力地震動は第 4.1.1-7 図に示す内部コンク

リート EL.36.55m 位置⑤質点の鉛直方向の床応答を用いる。  

炉心の群振動解析では、燃料体を質量と剛性を考慮した多質

点系でモデル化し、衝突が発生するパッド部やエントランスノズ

ル部には衝突要素（衝突剛性、衝突減衰、ギャップ）を設定して

いる。これら解析モデルに用いる定数（解析パラメータ）は、も

んじゅの燃料体に合わせたパラメータを採用し、ナトリウムの温

度及び構造物の温度は 200℃としている。解析に用いる主な解析

パラメータを第 4.1.1-1 表に示す。また、第 4.1.1-10 図に示すよ

うに、部分装荷により模擬燃料体を装荷しない箇所の燃料体は除

去してモデル化する。  

(3)  評価の対象  

安全機能への影響を考えた場合、燃料体が大きく変形せず、炉

心体系が維持されることの確認が基本となる。すなわち、地震時

においても、燃料体が損傷せず、冷却材の流路が確保され、放射

性物質の閉じ込め機能が維持されることである。また、炉心体系

が維持されない場合は、燃料取扱い機能にも影響を与える。  

炉心群振動解析では、燃料体の健全性を確認するため、設計時

点の知見に鑑み、相対的に発生値が高くなった、パッド部の衝突

荷重及びエントランスノズル付け根部の曲げ応力を評価対象と

する。また、鉛直方向の地震動によって燃料体が跳び上がること

から、燃料体の跳び上がり量を評価対象とし、炉心体系維持の観
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点からパッド部外れが発生しないことを確認する。  

(4)  評価結果  

パッド部の最大衝突荷重、エントランスノズル付け根部最大

曲げ応力、燃料体の最大跳び上がり量を第 4.1.1-2 表に示す。パ

ッド部の衝突荷重、エントランスノズル付け根部曲げ応力は、い

ずれも評価基準値以下であり、水平方向の震動で燃料体が大きく

変形することはない。燃料体の健全性及び燃料取扱機能は維持さ

れる。また、燃料体の最大跳び上がり量は 20mm 程度であり、燃

料体のパッド部外れも発生せず、炉心体系は維持される。  

なお、燃料体の跳び上がり量の評価基準値は、炉心体系の維持

という観点では、燃料体のパッド外れが生じる 45mm となるが、

他設備との干渉回避の条件が厳しいことから、燃料体頂部と燃料

交換装置のグリッパ案内筒底面までの距離 40mm とした。詳細は

4.1.3 項で説明する。  

(5)  燃料体跳び上がり量評価値の妥当性  

3 次元炉心群振動解析にて評価した部分装荷時の跳び上がり

量について、類似試験結果との比較を行うことで、部分装荷の解

析結果が概ね妥当であることを確認する。平成 21 年度の耐震バ

ックチェックの際に実施したもんじゅ燃料集合体の模擬集合体

を用いた単体の振動試験を比較対象に用いる。  

この振動試験では、炉心構成要素の跳び上がり量を確認するた

め、もんじゅの炉心燃料集合体と連結管を実寸で模擬した試験体

を用い、地震動は S2 地震動を係数倍した地震波を使用した。燃

料体の跳び上がり量について、部分装荷の解析結果、耐震バック

チェック時に模擬燃料集合体を用いて実施した試験結果、耐震バ

ックチェック時の解析結果を比較し第 4.1.1-3 表に示す。  

部分装荷の解析と耐震バックチェック時の振動試験では地震
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波が異なるが、全て炉心支持板中央部の加速度応答を使用してい

るため卓越周波数は同等であり、最大加速度についても同等レベ

ルである。よって、地震波による跳び上がり量へ与える影響は小

さいとみられる。なお、37 体群体系試験では、模擬地震波ではな

く正弦波を振動台に入力し、燃料体の跳び上がり量について試験

結果と解析値の比較を行っている。  

耐震バックチェック時の振動試験結果と解析結果は、最大跳び

上がり量が 40mm 前後となっているのに対し、部分装荷の解析結

果は 20mm 未満と約半分程度となっている。  

燃料体の跳び上がりは、炉心支持板と燃料体の衝突によって発

生する。衝突後の燃料体は、周囲からの干渉の影響等を除けば、

概ね等加速度運動となるため、衝突直後の速度を用いると、跳び

上がり高さは簡易的に以下の式で計算できる。  

h =
V2

2g′
            (4.1.1-1)  

h：跳び上がり高さ  

V：衝突直後の速度  

g 見かけの重力加速度：׳  

廃止措置段階では、1 次主循環ポンプは主モータが停止し、ポ

ニーモータ運転である。このため炉心を流れる流量は定格運転時

の 1/10 以下と大きく低下し、冷却材が燃料体内を流れることに

より作用する上向き流体力も大きく低減する。この結果、燃料体

に作用する見かけの重力加速度が、0.5G 程度から 0.9G 程度と大

きくなる。  

前記 (4.1.1-1)式より、跳び上がり量は見かけの重力加速度に概

ね反比例する。耐震バックチェック時の見かけの重力加速度と部

分装荷の解析における見かけの重力加速度の比は、 0.5/0.9 ＝  
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0.55 倍であり、この程度跳び上がり量が低下すると概算される。 

0.55 倍は、跳び上がり量の比較対象との比率：0.42 倍（ 17/41）

～  0.45 倍 (17/38)と概ね整合しており、解析結果は妥当な値を算

定しているものと推察される。  

なお、部分装荷の解析結果と振動試験結果との比率：0.42 倍は、

耐震バックチェックから推定される値：0.55 倍より若干小さくな

っている。この要因は、比較した振動試験との水平方向の拘束条

件の違いが考えられる。振動試験では燃料体頂部の水平変位を

5mm に制限しているのに対し、部分装荷の解析は 20mm～ 40mm

程度の頂部水平変位が生じる条件で評価している。部分装荷の解

析による頂部変位は、試験に比べてエントランスノズル部の干渉

（水平加振による跳び上がり抑制効果を生じさせる主要因）が働

きやすく、跳び上がりを抑制する方向に作用する。よって、見か

けの重力加速度から推定される比率より小さくなることは物理

的に整合性があり、部分装荷の解析結果は妥当と推察される。  

 

4.1.2 燃料体の跳び上がりによる燃料体への影響  

(1)  評価の目的  

4.1.1 項に示した炉心の群振動解析によって、水平方向地震の

揺れに対する燃料体の健全性が確認されている。一方、鉛直方向

による震動により、燃料体が最大 20mm 程度跳び上がることが確

認されている。この場合、燃料体が炉心支持板着床時に炉心支持

板と衝突し、その反力として燃料体の鉛直方向には衝突荷重が発

生する。この衝突荷重により燃料体のラッパ管及び燃料被ふく管

への影響を評価し、放射性物質の閉じ込め機能が維持されること

を確認する。  

(2)  評価の方法  
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燃料体が跳び上がり、炉心支持板上に落下すると連結管の受

面に衝突し、衝突荷重が発生する。この時発生する衝突荷重 P を、

燃料体エントランスノズル部の球面座を定数 κ のバネと見做し、

高さ h から質量 m の燃料体が落下すると考えて概算する。燃料

体の落下モデルを第 4.1.2-1 図に示す。落下燃料体の位置エネル

ギとバネ部に蓄えられる全ひずみエネルギを等しいとすれば、ひ

ずみ量を u、重力加速度を g として、以下の関係が成り立つ。  

u =
mg

κ
( 1 + √1 +

2κh

mg
 ) (4.1.2-1)  

衝突の際に発生する荷重 P は、バネ定数 κ とひずみ量 u の積と

なることから、衝突荷重 P＝質量 m×加速度 α とすれば衝突時の

加速度 α G は、  

α =
P

mg
= 1 + √1 +

2κh

mg
 (4.1.2-2)  

となる。エントランスノズル部の球面座部のバネ定数 κ を

1.5×108N/m、燃料体の質量 m を 180.7kg、落下高さを 20mm とし

て加速度 α を求めると 59G となり、炉心支持板着床時に 60G の

加速度が発生するとして評価する。  

このため、燃料体が炉心支持板上へ落下すると、燃料体には鉛

直方向の力が働くが、鉛直方向の圧縮荷重が働くことで評価上厳

しくなる座屈に着目し影響評価を行う。評価はラッパ管と被ふく

管について実施する。燃料体の構造概要と座屈評価モデルを第

4.1.2-2 図に示す。燃料体の全長は 4.2m であるが、肉厚の薄いラ

ッパ管部の長さ ℓ は 2.946m であり、この部分の座屈評価を実施

する。燃料被ふく管は、ワイヤスペーサで束ねられ、その外側か

らラッパ管部によって拘束されている。燃料集合体全体としては

剛性が高く集合体全体が座屈することは考えにくい。ワイヤスペ
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ーサ間の 1 スパン間： 0.307m で局所的な座屈を評価する。  

座屈の評価は以下に示すオイラーの座屈荷重 Pcr との比較に

よって行う。  

Pcr = nπ2
EI

ℓ2
 (4.1.2-3)  

ここで、n：座屈係数、E：縦弾性係数、I：断面 2 次モーメント、

ℓ：柱の長さである。ラッパ管の座屈は両端拘束条件とすれば n=4

となる。  

ラッパ管には、ラッパ管、ハンドリングヘッド、上部遮へい体

の合計重量 Wr： 37.7kg が加わるものとする。また、燃料要素１

本の重量は 0.62 kg であるが、そのうち燃料材料重量 0.35 kg は

下部端栓上に荷重が加わることから、燃料被ふく管に加わらない。

燃料被ふく管には重量 Wp： 0.27kg が加わるものとする。  

(3)  評価結果  

評価結果を第 4.1.2-1 表に示す。オイラーの座屈荷重 Pcr と比

較して、ラッパ管及び燃料被ふく管に加わる衝突荷重は十分小さ

く、いずれも座屈損傷することはない。燃料体は放射性物質を「閉

じ込める」機能を維持する。  

 

4.1.3 燃料体の跳び上がりによる燃料取扱い機能への影響  

地震時の燃料体の跳び上がり量に関しては、4.1.1 項に示した通

りであるが、本項では燃料取出しへの影響という観点から評価す

る。原子炉容器廻りの機器と燃料体頂部の関係を第 4.1.3-1 図に示

す。図には、燃料体が跳び上がった際に影響を受ける順に LV1～LV5

と番号を記した。  

燃料体が跳び上がった際、最初に影響を受けるのは、燃料交換

装置ホールドダウンアームのグリッパ案内筒である。この底面と
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燃料体頂部の隙間は 40mm であり、燃料体が 40mm を超えて跳び

上がると、燃料体頂部がグリッパ案内筒下面に衝突する。次に影響

を受けるのは、燃料体上部パッド部である。45mm を超えて跳び上

がると、パッド部同士の外れが発生し、跳び上がった燃料体が落ち

てこない可能性が発生する。実験ではパッド部外れが発生しても、

燃料体が元の位置に戻ることを確認しており、起こりにくい現象

ではある。しかし、燃料体頂部が飛び出た状態になると、燃料交換

装置グリッパの燃料体へのアクセス性が阻害され、燃料取出しに

影響を与える。  

燃料体が跳び上がった場合の影響を整理し、第 4.1.3-1 表に示す。

地震時の燃料体の跳び上がり量評価は、燃料体だけでなく、燃料体

以外の炉心構成要素についても実施している。その評価結果を第

4.1.3-2 図に示す。重量の重い中性子しゃへい体の跳び上がり量が、

燃料体に比べ大きい傾向を示すが、燃料体の跳び上がり量が大き

くなる基準地震動 Ss-D の場合でも、最大跳び上がり量は 20mm を

超えない。  

燃料体の最大跳び上がり量評価結果は、他の炉心構成要素も含

め最大 20mm 程度であり、燃料交換装置を含めて他機器との干渉

はない。また、燃料体同士のパッド部外れも発生しないことから、

地震による燃料体の跳び上がりは燃料取扱い機能に影響を与えな

い。  

 

4.2 部分装荷による冷却材流量配分変更の影響  

部分装荷では、模擬燃料体の未装荷箇所が空間となり、炉心を

流れる冷却材の流量配分が変更となる。流量配分の変化に伴う冷

却機能への影響を確認する。また、炉心部の流動抵抗が減ることか

ら、冷却材の循環流量が増加する。冷却材循環流量増加による設備
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への影響を確認する。  

 

4.2.1 冷却機能喪失時の燃料体への影響  

(1)  評価の目的  

既認可申請書  添付書類四の中で、保守的な条件の下、冷却機

能喪失時の燃料被ふく管の肉厚中心温度を評価し、定格運転時の

熱的制限温度 675℃を超えないことを確認している。部分装荷開

始時点で炉心に残る燃料体数は 1/3 に減っており、炉心全体の崩

壊熱は約 1/3 に低下している。冷却機能を喪失しても燃料被ふく

管肉厚中心温度は下がる方向となるが、その定量値は確認できて

いない。冷却機能が喪失する事象を想定し、燃料被ふく管肉厚中

心温度の上昇がどの程度となるかを評価し、燃料体の健全性を確

認する。  

(2)  評価の方法  

冷却機能が喪失する事象として、既認可申請書  添付書類四と

同様に、１次主冷却系の除熱機能喪失に加え、原子炉容器室及び

１次主冷却系室の窒素雰囲気調節装置の停止も想定する。原子炉

の崩壊熱の伝熱経路は、燃料被ふく管肉厚中心温度が厳しくなる

よう原子炉容器内から主冷却系窒素雰囲気調節装置室まで水平

方向のみを考慮し、除熱源は確実に外気が導入できる部屋とする

（第 4.2.1-1 図）。原子炉が保有する崩壊熱は、部分装荷開始時点

を想定し 9.7kW、主冷却系窒素雰囲気室の雰囲気温度は外気の導

入が可能なことを考慮し、 40℃とする。  

評価は 1 次元の熱伝導及び熱伝達により、径方向（水平方向）

の熱平衡状態を計算し、燃料被ふく管肉厚中心温度を求める。具

体的には、第 4.2.1-2 図に示すように、①１次主冷却系室からの

放熱、②原子炉容器室からの放熱、③原子炉容器からの放熱、④
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原子炉容器内部の熱伝導を考え、順に計算することによって燃料

被ふく管肉厚中心温度を求める。温度依存性を考慮する物性値は、

計算に使用する温度を 100 ℃単位として、評価結果が保守側とな

る値を選定する。  

原子炉容器内において、ナトリウムの伝熱は自然対流を考慮せ

ず、熱伝導で計算する。また、原子炉容器のナトリウム液位は、

放熱面積が小さいほど除熱量が減ることから、1 次主冷却系から

のナトリウム漏えいも考慮し、原子炉容器出口配管ノズル上端位

置とする。  

１次主冷却系室から主冷却系窒素雰囲気調節装置室への放熱、

原子炉容器室から１次主冷却系室への放熱、即ち伝熱量 Qn は、

両室の雰囲気温度を Tn、Tn +1 とし、壁の単位面積当たりの熱通過

率を kn、壁面の面積を Sn とすれば以下の関係があり、この式よ

り T1 5 から順次 T1 4、T1 3 を求める。  

Tn = Tn+1 + Qn (Snkn)⁄                (4.2.1-1)  

伝熱量 Qn を 9.7 kW、主冷却系窒素雰囲気調節装置室 T1 5 を 40℃

とし、１次主冷却系室の雰囲気温度 T1 4 を求める。同様にして、

原子炉容器室の雰囲気温度 T1 3 を求める。なお、壁の熱通過率 kn

は、構造材の熱伝導率 λn と厚さ dn、内面及び外面の熱伝達率 αn

から算定する。  

原子炉容器内表面の温度 T1 2 は、原子炉容器室の雰囲気温度を

T1 3、Qn を 9.7 kW として以下の関係がある。この式より温度 T1 2

を求める。  

Tn = Tn+1 + Qn Kn⁄               (4.2.1-2)  

ここで Kn は、原子炉容器から原子炉容器室雰囲気への放散熱係

数であり、原子炉容器室雰囲気調節装置の運転実績から算定する。

ただし、除熱量を評価した時の原子炉容器液面位置の違い、原子
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炉及び原子炉容器廻り機器の放熱割合を考慮する。  

原子炉容器内の熱伝導は、中心に評価用の仮想的な燃料ピンを

置き、燃料被ふく管肉厚中心温度 T4 を評価する。燃料ピンの周

囲は、発熱量の違い、炉心構成要素の違い等を考慮し、原子炉容

器内表面までの間を円筒状に区分する。第 4.2.1-3 図に原子炉容

器内の熱伝導モデルを示す。領域 11：中間胴冷却領域から領域

9：炉心槽冷却材領域までは、発熱のない円筒の熱伝導として以

下の関係かあり、この式から各領域の温度 Tn を求める。  

Tn = Tn+1 +
Qn

2πLn

ln
rn+1

rn

λn
 (4.2.1-3)  

また、領域 8：中性子しゃへい体領域から領域 5：内側炉心領域

までは、発熱のある円筒の熱伝導として以下の関係があり、この

式から各領域の温度 Tn を求める。ただし、伝熱量 Qn は発熱領域

では変化する。また、領域の高さ Ln は、燃料の発熱長 0.93m で

あり、一定値となる。  

 

Tn = Tn+1 +
Qn

2πLn

ln
rn+1

rn

λn
−

Wn

2λn
(rn

2ln
rn+1

rn
+

rn
2 − rn+1

2

2
) (4.2.1-4)  

n ：領域番号  

Tn  ：領域 n の温度  

Qn  ：領域 n の伝熱量  

rn  ：領域 n の内径  

Ln  ：領域 n の高さ  

λn：領域 n の熱伝導率  

Wn：領域 n の単位体積当たりの発熱量  

ここで炉心燃料体、ブランケット燃料体の熱伝導率 λn は、１集

合体当たりの平均熱伝導率を算定し、その値を用いる。また、部
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分装荷では燃料体が装荷されない領域には熱伝導率が大きいナ

トリウムが満たされる。しかし、今回の評価ではこの効果までは

考慮しない。  

領域 4：被ふく管外側領域及び領域 3：被ふく管内側領域の熱

伝導は、 (4.2.3-3)式と同じ関係にあり、同式により燃料被ふく管

肉厚中心温度 T4、燃料被ふく管内面温度 T3 を求める。  

領域 2：燃料ペレットと被ふく管の間のギャップ領域は、円筒

空間の熱伝達である。 hn を領域 n の熱伝達率とすれば以下の関

係があり、この式より燃料ペレット表面温度 T2 を求める。  

Tn = Tn+1 +
Qn

2πrn+1Lnhn
 (4.2.1-5)  

領域 1：燃料ペレット領域は発熱のある中実円柱の熱伝導であ

り、以下の関係があり、この式より燃料ペレット中心温度 T1 を

求める。  

T𝑛 = Tn+1 +
Wn

4λn
rn+1

2   (4.2.1-6)  

(3)  評価結果  

評価結果を第 4.2.1-4 図に示す。冷却機能が喪失した場合、燃

料被ふく管肉厚中心温度は 218℃である。燃料取出し期間中の冷

却材温度約 200℃と比較してもわずかな温度上昇にとどまる。燃

料被ふく管肉厚中心温度の上昇が燃料体の健全性に影響を与え

ることはない。  

 

4.2.2 炉心流量が変化することによる影響  

(1)  評価の目的  

模擬燃料体が部分的に装荷されないことにより、その部分の冷

却材流量が増え、その結果燃料体に流れる冷却材流量が減少する。
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炉心部における冷却材の流量配分が変わることから、この流量配

分の変化が冷却機能へ与える影響程度を確認する。  

(2)  炉心の流量配分  

炉内の燃料集合体は、炉心に装荷される場所に応じて発熱量に

差がある。このため、燃料集合体の定格出力運転時の被ふく管最

高温度がほぼ均一となるように、各燃料集合体に流れる冷却材流

量を調整（流量配分）している。具体的には、炉心を第 4.2.2-1 図

に示すように、 11 の領域に分割し流量配分を行い、燃料被ふく

管肉厚中心最高温度を 675℃以下となるよう設計されている。  

(3)  燃料交換時の流量配分  

燃料交換時の炉心流量配分の概要を第 4.2.2-1 表に示す。この

表において右側が、第 4.2.2-1 図に示す内側炉心の流量領域 1 か

ら 1 体燃料体を引き抜いた時の流量配分である。燃料体の未装荷

部分の流動抵抗が小さくなり、この部分に冷却材が多く流れ、取

出し無しの時に比較すると、燃料体に流れる流量が若干変化する。

燃料体を取出した部分の流量は 20.9kg/s であり、燃料装荷部の最

大流量 1.73kg/s と比較すると、未装荷部分に約 12 倍の冷却材が

流れる。  

(4)  評価の前提  

前項において、保守的な条件設定の下、冷却機能喪失時の燃料

被ふく管肉厚中心温度は 218℃と評価されている。このため、こ

こでは概算にて炉心流量が変化することの影響を確認する。  

炉心領域に、燃料体の未装荷部分が増えると炉心部の流動抵

抗が減少し、炉心を流れる冷却材流量が増える。しかしながら、

冷却材は１次主冷却系統も循環するため、冷却材の循環流量が増

えると１次主冷却系側の圧力損失が増加する。従って、炉心部の

空間に比例して循環流量が増加するわけではない。最初に、冷却
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材の流量がどの程度まで増えるか概算し、この流量を前提に評価

する。  

炉心部を流れる冷却材は、大きく分けると、高圧プレナムから

炉心燃料領域を通る流れと、低圧プレナムからブランケット燃料

領域部及び中性子遮蔽体領域を通る流れの 2 つのパスがある。そ

れぞれの流量比は概略 5： 1 であり、部分装荷状態でもこの比率

は大きく変わらないものとして評価する。  

燃料体未装荷部分の圧力損失は流速 ν の２乗、即ち流量 Qv の

2 乗に比例するものとし、燃料体の圧力損失係数はレイノズル数

Re 依存性があり、流速 ν の m 乗、即ち流量 Qv の m 乗に比例す

るものとして評価する。  

炉心燃料を流れる冷却材流量及び燃料体未装荷部の流量は領

域によって差がある。しかし、炉心領域の燃料体に流れる流量の

差は、第 4.2.2-1 表に示すように数割程度である。このため、平

均的な流量で燃料体装荷部と未装荷部の流量比を概算する。また、

炉心に流動抵抗の小さい燃料の未装荷箇所が増えると、冷却材は

燃料体内よりも未装荷部に流れる。燃料体装荷部と未装荷部の比

率は、未装荷箇所が最大となる 1/3 の炉心燃料 66 体が引抜かれ

た状態とする。  

(5)  評価  

燃料取出し期間中、1 次主冷却系のポンプはポニーモータ運転

で冷却材を循環する。ポンプは 3 台を運転するが、1 ループ当た

りの冷却材循環流量は約 600 ㎥ /h である。炉心部の圧力損失が

低下すると、冷却材流量は増加する。ポニーモータは定回転数運

転のため、流量が増加するとポンプの吐出圧（揚程）が低下する。

系統設計の数値を用いて概算すると、880 ㎥ /h を超えると炉心の

圧力損失を考慮しなくとも、1 次主冷却系統の圧損だけのポンプ
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の揚程を超える。1 次主冷却系 1 ループ当たり 880 ㎥ /h の冷却材

が流れるとして、炉心流量を 2640 ㎥ /h（＝ 23.9×105kg/s）とする。

このうち 5/6、すなわち 19.9×105  kg/h の冷却材が炉心燃料領域に

流れるとする。  

燃料体未装荷部を流れる冷却材流量を QN、圧力損失係数を K

として、燃料体未装荷部圧力損失⊿P（単位： kg/㎠）を考える。

設計図書から圧力損失係数 KN を推定すると、KN＝1.37×10－4 と

なり、燃料体未装荷部の圧力損失⊿P は  

⊿P＝KN・QN
2＝1.37×10－4・QN

2           (4.2.2-1)  

で表される。一方、燃料体装荷部の平均流量 QF を設計図書から

算定すると、1.53kg/s となる。平均的な圧力損失係数 KF を考え、

炉容器内の圧力損失（流量 Qv の m 乗にほぼ比例し、低流量域で

は m は 1.63）と同様に燃料体装荷部の圧力損失⊿ P を考える。流

量 QF の 1.63 乗に比例するとすれば、KF＝ 3.00×10－ 2 となり、燃

料体装荷部の圧力損失⊿P は  

⊿P ＝KF・QF
1 .6 3＝ 3.00×10－ 2・QF

1 .6 3   (4.2.2-2)  

で表される。  

燃料体未装荷部を 66 箇所、燃料体装荷部を 132 箇所とすれば、

炉心燃料領域を流れる単位時間当たりの総流量 QT(＝ 5.52×102  

kg/s) と QN  と QF との関係は  

QT  ＝  66・QN  + 132・QF   

5.52×102  ＝  66・QN  + 132・QF        (4.2.2-3)  

となる。一方、QN と QF の関係は、炉心部の圧力損失⊿ P が等し

いことから  

KN・QN
2＝KF・QF

1 .6 3  

1.37×10－ 4  QN
2＝ 3.00×10－ 2QF

1 .6 3       (4.2.2-4)  

となる。 (4.2.2-3) 式、 (4.2.2-3)式から QN、QF を求めると以下と
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なる。  

QN  ＝  7.5 kg/s   QF ＝  0.44 kg/s  

燃料体装荷部を流れる冷却材の平均的流量 QF は 0.44kg/s とな

る。  

200℃のナトリウムの定圧比熱 Cp は 1.34 kJ/kg である。部分装

荷状態が進み、燃料体装荷部に流れる流量が 0.44 kg/s に低下し

たとする。使用済燃料体 1 体当たりの発熱量は最大 205W（＝

205J/s）なので、その熱がナトリウムに入熱される。従って、使

用済燃料体頂部から流れ出すナトリウムの温度は 0.35℃上昇す

る。  

205 ÷（ 1.34×103×0.44）＝ 0.35  

概算なので、流量に 2 倍の誤差を見込んでも温度上昇は 1℃未

満であり、ほとんど冷却材温度は上昇しない。未装荷部と装荷部

を流れる温度差⊿T がこの程度であれば、構造物への熱的影響も

ない。  

 

4.2.3 冷却材循環流量増加の影響  

部分装荷では炉心の流動抵抗が減ることで炉心流量が増える。

この結果、冷却材の流量が増え、1 次主冷却系主循環ポンプのモー

タ負荷が増えポンプの運転に支障が出ることが懸念される。しか

し、主循環ポンプはポニーモータ運転であり、定回転数運転である。

ポンプの運転特性は、流量が増加するとポンプの揚程が低下し、モ

ータの負荷はほとんど増加しない。また、4.2.2 項で述べたように、

循環流量が増えるとすると 1 次主冷却系側の系統圧損が大きくな

り、流量増加の上限は系統側の圧力損失で制限される。  

従って、部分装荷において、炉心の流動抵抗が減り、冷却材流量

が増えても循環ポンプはトリップすることなく継続運転が可能で
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ある。また冷却材流量の上限も１次主冷却系側の圧力損失で制限

される。燃料取出し作業中に、炉心の流動抵抗の変化によって 1 次

主冷却系の循環運転の継続が不能となることはない。  

部分装荷では燃料体が装荷されない空間が発生し、燃料体未装

荷部分の流量が増える。 4.2.2 項で説明したように、炉心燃料体 1

体が取出された場合、その部分には約 12 倍の冷却材が流れる。燃

料体未装荷部分の流量増加は、全装荷時状態においても発生して

おり、流量増加が燃料交換装置に与える影響は全装荷時と変わら

ない。燃料交換はこのような流量変化がある中で、支障なく燃料交

換が行われていることを考えれば、部分装荷による流量変化は燃

料取出しに支障を与えない。なお、燃料冷却の要求からは主循環ポ

ンプ 3 台の運転は必要なく、炉心流量を減らす場合は、ポンプ運転

台数を減らすことで対応は可能である。  

 

4.3 燃料取出しへの影響  

4.3.1 燃料体頂部変位への影響  

4.1 項に示すとおり、地震時においても炉心体系は維持され燃料

体に大きな変形は生じない。しかしながら、もんじゅの燃料体は、

炉心支持板の連結管に差し込まれ自立しており、6 体の隣り合う燃

料体によってパッド部を介して互いに支え合い炉心体系を維持す

る。部分装荷では、模擬燃料体未装荷箇所が空間となり、模擬燃料

体同士の相互支持面が 6 面から 3 面に減少し、燃料体頂部の移動

可範囲が拡がる。通常の燃料体取出し時においても燃料取扱い機

能に影響を与える可能性があり、この影響について評価する。  

もんじゅの燃料体同士の最小隙間はパッド部であり、この隙間

は燃料体が規則正しく配置された場合、第 4.3.1-1 図の d の 0.7mm

である。部分装荷状態では燃料体が倒れ込む空間が生じ、その場合
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燃料体頂部の移動量 d´は 1.4mm となり（ d´=2d=1.4mm）、燃料体が

1.4mm 移動し隣接燃料体に接触する。次にその燃料体頂部が押さ

れ 1.4mm 移動し、さらにその隣の燃料体が押された場合の最大移

動量を考えると、燃料体の移動量は 2d´=4d=2.8mm が加わり合わせ

て 4.2mm となる。このように、燃料体頂部の移動が連鎖的に増え

ていくと、燃料体頂部の総片寄りが発生する。しかし、燃料体頂部

の移動量は構造上の制約から、後述する第 4.3.1-2 図 d1 値以上に

移動することはない。  

もんじゅは連結管の形状・寸法と燃料体のエントランスノズル

の形状・寸法の組合せで誤装荷を防止している。連結管に差し込ま

れるエントランスノズル部の外径と連結管の内径との隙間（嵌合

部）は 0.2mm であり、この隙間によって燃料体が自立していると

した場合に算出される燃料体頂部の移動量は第 4.3.1-2 図に示す関

係より d1＝ 1.9mm となる。  

燃料体の傾きによる頂部の最大の位置ずれは、中心位置から

±1.9mm のずれを考慮すると 3.8mm（中立位置から 1.9mm 片寄って

いた頂部が逆方向に 1.9mm 片寄った場合）となる。これに過去の

炉心アドレス確認試験 注 1 で計測された芯ずれ量（ナトリウム中に

おける基準アドレスからのずれ量）の最大値 7.4mm を加えても

11.2mm にとどまり、この値は燃料交換装置の全炉心の取扱い（グ

リッパのつかみ動作）に支障が出ないための判定基準であるグリ

ッパ中心と燃料体頂部中心とのずれ許容値 20mm 以内注 2 を満足す

るため、燃料体の取出しに影響を与えない（第 4.3.1-1 表、第 4.3.1-

3 図参照）。  

注 1：アドレスとは原子炉内における各炉心構成要素の位置のこと。

炉心中心を原点として、この位置を定める。燃料交換装置のグリ

ッパは、回転プラグの回転と燃料交換装置アームの旋回によって
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炉心構成要素頂部にアクセスすることから、実際のアドレス設定

では回転プラグの回転角度と燃料交換装置アームの旋回角度に

てアドレスを定めている。アドレス設定では、機器の製作精度、

据付精度の誤差を含むことから、まず大気中試験の計測データを

基に常温時のアドレスを設定する。次に、ナトリウムを充填する

と熱変位が加わることから、温度を補正してナトリウム中におけ

る基準アドレスを設定する。ナトリウム中試験においてアドレス

と実際の炉心構成要素位置とのずれを確認し、ずれが大きければ

アドレスを修正する。このナトリウム中試験の結果、ナトリウム

中における基準アドレスと実際の炉心構成要素位置との最大ず

れは 7.4mm であることが報告されている。なお、ずれの中には回

転プラグの回転停止誤差、燃料交換装置アームの旋回停止誤差、

回転プラグの回転中心のずれ、アドレス計測誤差等があり、これ

らの不確定誤差（最大 5.5mm 程度）を許容している。  

注 2：燃料交換装置 (FHM)の設計では、第 4.3.1-3 図に示すように、グ

リッパ先端部をテーパ形状にし、パンタグラフアームに偏心追従

機構を設けており、燃料交換装置グリッパ中心と燃料体頂部中心

のずれは 20mm まで許容している。  

 

4.3.2 操作性への影響  

部分装荷では、燃料を取出した後に模擬燃料体を装荷しないこ

とから、通常の燃料交換時の操作手順とは異なる。このため、燃料

取出しの操作手順や操作プログラムの変更が必要となる。  

部分装荷時は炉外燃料貯蔵槽（EVST）から炉内中継装置への移

送が空の燃料移送ポットのみとなる。なお、この操作は全装荷時に

も、燃料交換の最初と最後、及び EVST の列が変わる毎に実施され

る操作である。  
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一般的に操作手順が変更になると、操作員が操作ミスを起こす

リスクが高まる。しかし、燃料交換作業は自動化運転が基本で、操

作員が操作ミスを起こす可能性は低い。自動化運転を除外した場

合、手動操作となるが、部分装荷開始時期までに操作経験が蓄積さ

れていることから、操作員が操作ミスを起こすほどの影響はない

と評価する。  

制御ソフトのプログラム変更に関しては、部分装荷開始までに

は期間があり、プログラム変更に必要な期間は十分確保されてい

る。余裕をもってプログラム変更対応が可能と評価する。  

プログラム変更に際し、エラー発生の可能性は否定できない。

プログラム変更では、工場試験、もんじゅにおける実作動試験を実

施し、エラーがないことを確認。その後実機運用に入ることで、プ

ログラム変更誤りの発生を防止する。  

 

4.4 その他の影響  

4.4.1 ナトリウム内包機器及びナトリウム漏えい対策への影響  

部分装荷は炉心構成の変更であり、ナトリウムやカバーガスの

隔壁を形成する設備に変更はない。このため、部分装荷はナトリウ

ム及びカバーガスの内包機能に影響を与えない。同様に、ナトリウ

ム機器の予熱設備や保温構造、ナトリウム漏えい対策設備に変更

はなく、ナトリウム凍結防止機能及びナトリウム漏えい時の化学

的影響緩和機能に影響はない。  

 

4.4.2 放射性物質内包機器等への影響  

部分装荷は炉心構成の変更であり、放射性物質を内包するナト

リウムやカバーガスの境界を形成する機器及び放射線遮蔽に係る

設備に影響を与えない。なお、燃料被ふく管ギャップ内の放射性ガ
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スは十分減衰しており、燃料体全数の破損を想定しても、周辺公衆

に対し著しい放射線被ばくリスクを与えないことを、既認可申請

書にて評価済みである。  

 

4.4.3 放射性廃棄物の処理処分への影響  

模擬燃料体が減ることにより燃料洗浄設備の負荷が減り、洗浄

廃液や放射性廃棄物の発生量は減少する。  

 

4.4.4 事故評価等への影響  

部分装荷では、炉心部以外に設備に変更を加えることがないこ

とから、炉心部以外の評価が変わることはない。また、炉心部に関

しては、地震時の燃料体の健全性及び冷却機能喪失時の燃料被ふ

く管の健全性が確認されており、新たな事故事象が加わることは

ない。このため、既認可申請書添付書類四に示した、事故の種類、

程度、影響等の評価は影響を受けない。  

 

4.4.5 異常時対応への影響  

部分装荷では、炉心部以外に設備に変更はなく、燃料取扱事故

を除く事故や災害への対応は変わらない。また、部分装荷によって

新たな事故事象が加わることはなく、燃料体取出し作業中の事故

に対しては、作業を中断、安全を確認した後、状況に応じた対応を

行う。この基本的対応の流れは部分装荷、全装荷にかかわらず変わ

らない。  

 

5．燃料体の取出しができない事態への対応  

部分装荷とすることで炉心からの燃料体の取出しに影響する要

因を網羅的に抽出し、評価を実施した。しかしながら、地震時の炉



1-別 1-1 本-34 

 

心群振動挙動に対する解析コード REVIAN-3D による評価結果の

保守性が定量的に明確になっていないこと、更に想定を超え炉心

燃料体の取出しができない事態の発生も想定し、その対応につい

て整理・検討する。  

燃料交換装置の故障に関しては、設計当初より故障を想定され

ており、対応方策が検討されている。復旧に時間がかかる燃料交換

装置の動作不能事象として、①パンタグラフアームの収納不能事

象、②燃料体の切り離し不能事象、③燃料交換装置本体の昇降不能

事象、④ホールドダウンアームの動作不能事象を想定し、燃料交換

装置はこれら故障時への対応が可能な設計となっている。  

廃止措置段階のもんじゅにおいては、燃料体が保有する崩壊熱

は減衰しており部分装荷開始時点における炉心の崩壊熱は 9.7kW

と小さい。燃料体がナトリウム中に浸漬されていれば、冷却系の循

環運転を行わなくても、燃料体の冷却は可能な状態であり、燃料被

ふく管の肉厚中心温度の上昇は 218℃にとどまる。このため、原子

炉容器内の液面を下げて、炉内の状況を確認することが可能な状

況である。また、放射能レベルが減衰した炉心であり、ナトリウム

の遮蔽効果を期待しなくてもしゃへいプラグの遮蔽機能のみで炉

上部の作業は可能な状況にある。  

設計で想定した故障範囲を超えて燃料体の取出しが不能となる

ような事態が発生した場合は、炉内の状況を確認し、必要となる回

収装置を設計・製作してから燃料体を回収する。炉内観察の方法及

び燃料体回収までの流れを第 5-1 図に示す。また、第 5-2 図に示す

ように長円形プラグとホールドダウンアームを一体で引抜けば、

しゃへいプラグ上に比較的大きな開口が確保され、燃料体回収に

必要な炉内へのアクセス経路は確実に確保される。ナトリウム中

からの機器の回収に関しては、もんじゅにおいては炉内中継装置
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の回収、常陽においては MARICO-2（材料試験片を照射する実験装

置）の経験を有し、知見が蓄積されている。  

燃料体取出しができない事態が発生しても、燃料交換装置動作

不能時の補修・復旧方法（第 5-3 図～第 5-6 図参照）や、もんじゅ

や常陽で蓄積されたナトリウム中から機器を回収した知見等を活

用すれば、燃料体の回収見通しはあるものと評価する。  

 

6.  まとめ  

もんじゅの炉心構造は、燃料体が炉心支持板の連結管に差し込

まれ自立し、6 体の隣り合う燃料体がパッド部を介してお互いを支

え合う構造である。部分装荷では、模擬燃料体の未装荷部分に空間

が発生し、隣接する燃料体の数も 6 体から 3 体に減る。当初設計

では考慮されていない炉心体系となることから、このような部分

装荷状態が、原子炉施設の安全性及び燃料体の取出しに係る設備

の機能に影響を与えるか否かの観点から影響要因を抽出し、必要

となる評価を実施した。その結果を整理すると以下のようになる。 

（ 1）「止める」機能に関しては、部分装荷開始時点で炉心の燃料体

は 198 体中 132 体が取出されており、制御棒を全数引き抜い

ても臨界になることはない。  

（ 2）地震時における炉心体系の維持は「冷やす」、「閉じ込める」

機能だけでなく、燃料取扱機能にも影響することから、重要

な機能である。地震時の炉心群振動挙動を、解析コード

REVIAN-3D を用いて評価した結果、燃料体が大きく変形する

ことはなく、燃料体等の最大跳び上がり量は 20mm 程度であ

り、燃料体同士のパッド部外れが発生する 45mm を下回る。

地震時においても炉心体系が維持される。  

（ 3）炉心群振動解析によって地震時の燃料体同士の衝突荷重を評
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価すると、パッド部に発生する衝突荷重は評価基準の 1/3 程

度であり、水平方向の震動で燃料体が損傷することはない。

また、地震時に燃料体は跳び上がり、炉心支持板着床時に衝

突荷重を受ける。その衝突時の加速度 60 G から発生する荷重

を評価し、オイラーの座屈荷重と比較すると、衝突荷重はオ

イラーの座屈荷重に比較し 1 桁以上小さく、燃料体は座屈損

傷しない。燃料体は地震時においても、放射性物質の閉じ込

め機能を維持する。  

（ 4）地震時の燃料体等の最大跳び上がり量 20 mm 程度は、燃料体

頂部に最も近接する燃料交換装置ホールドダウンアームのグ

リッパ案内筒底面までの距離 40 mm よりも小さい。燃料体等

が跳び上がっても、周囲の機器との干渉はなく、燃料取扱い

に係る設備に影響を与えない。また、燃料体上部パッド部外

れは発生しないことから、地震後に燃料体頂部が通常位置か

ら跳び出た状態になるリスクも排除され、燃料交換装置の燃

料体頂部へのアクセス性に影響を与えない。  

（ 5）「冷やす」機能に関しては、地震時にも炉心体系が維持され、

冷却材の流路が確保される。冷却機能喪失に対しては、水平

方向の熱伝導のみを考慮する保守的な評価を行い、燃料被ふ

く管の肉厚中心温度の上昇が 218℃にとどまる。部分装荷に

よって模擬燃料体未装荷箇所に冷却材が多く流れ、燃料体を

流れる冷却材流量は減少するが、設計値を基に概略評価した

結果、燃料体を流れるナトリウムの温度上昇は 1℃未満であ

る。燃料被ふく管が過熱によって損傷することはない。  

（ 6）部分装荷によって炉心部の流動抵抗が減り、冷却材流量が増

える。 1 次主冷却系の主循環ポンプはポニーモータ運転であ

り、モータ負荷はほとんど増加せず、ポンプの継続運転は可
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能である。また、 1 次主冷却系の最大流量は 1 次主冷却系側

の系統圧損で制限されることから、冷却材流量は一定流量以

上増えることはない。部分装荷では、模擬燃料体未装荷箇所

を流れる冷却材流量が増える。この現象は、全装荷状態にお

いて燃料体を取出す際にも発生しており燃料体の取出しに支

障を与えない。  

（ 7）模擬燃料体の未装荷箇所が空間となり、燃料体頂部の移動可

能空間が拡がる。しかし、燃料体の傾きはエントランスノズ

ル部の嵌合部の隙間によって ±1.9 mm に制約されている。燃

料体の炉心アドレス位置からの現状の最大ずれ 7.4 mm を考

慮しても、燃料交換装置のグリッパ中心と燃料体頂部中心の

ずれは許容値 20 mm 以内を満足する。模擬燃料体未装荷箇所

の空間は燃料体の取出し機能に影響を与えない。  

（ 8）解析コード REVIAN-3D を用いた地震時の炉心群振動挙動解

析結果が概ね妥当との評価にとどまることを踏まえて、燃料

体の取出しができない事態も想定し、燃料体の回収方法を検

討した。その結果、燃料交換装置動作不能時の補修・復旧方

法、過去のナトリウム中からの機器を回収した知見等を活用

すれば、炉内から燃料体を回収する見通しがあることを確認

した。  

 

7.  総合評価  

模擬燃料体の部分装荷は、原子炉施設の安全性に影響を与えず、

燃料体の取出しに係る設備及びその機能に影響を与えない。一方、

模擬燃料体の取扱いがなくなることで、模擬燃料体の取扱いに伴

う不具合の発生可能性を低減する。また、解析コードによる評価に

含まれる不確実性も考慮して、燃料体の取出しができない事態発
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生時の対応を検討し、燃料体回収方法の見通しがあることも確認

した。部分装荷は、廃止措置第一段階である燃料体取出し期間約 5

年のうち、最後に炉心から燃料体を取出す期間の 2 箇月程度であ

る。この間に、部分装荷に対し影響の大きい S クラスの地震に遭

遇する確率は相対的に小さい。総合的評価として、燃料取出し工程

遅延の可能性を低減する模擬燃料体の部分装荷は、放射性物質を

内蔵する燃料体と化学的に活性なナトリウムが共存するリスクの

早期低減に寄与するものと評価する。  
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【凡例】注1

A:原子炉施設の安全性の観点から影響ない
B:燃料体の取出しの観点から影響ない
C:原子炉施設の安全性の観点で確認が必要
D:燃料体の取出しの観点で確認が必要
E:廃棄物が低減される

第2.2-1表 部分装荷による影響評価一覧

模擬燃料体の
部分装荷

安全性への影響 事故評価への影響 燃料取扱事故/Na漏
えい事故/Arガス漏
えい事故/臨界事故/
冷却系機能喪失事故

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷時における事故対応への影響

A

A

災害評価への影響 地震

【影響】注1

大規模損壊対応への影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷時における地震時の燃料体の取出しへの影響

C

A

A

燃料取扱い機能へ
の影響

炉心体系が変わること
の影響

未装荷箇所の空間が
増えることの影響

隣接燃料体からの拘束面が減る影響

燃料体周囲の隙間が増大する影響

D

D

流量が変化する影響 B

地震時に跳び上が
ることの影響

他機器と干渉する可能性

燃料体頂部変位が大きくなる可能性

D

D

炉心支持板への衝突による影響 D

燃料交換設備への影響
燃料交換装置への
影響

部分装荷状態が装置に与える影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える影響

D

B
炉内中継装置、回転プ
ラグ、しゃへいプラグ、
炉内構造物、炉心上部
機構、原子炉容器、保
修用機器、計測制御系
への影響

部分装荷状態が装置に与える影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える影響

B

B

燃料取扱設備の操作へ
の影響

計測制御系への影響 部分装荷状態が装置に与える影響 D

操作手順への影響 操作手順変更の影響 D

操作員への影響 D

自動制御ソフトへ
の影響

操作手順プログラムへの影響 D

プログラム変更誤りのリスク D

冷却機能への影響 炉心燃料への影響
炉心流量変化によ
る影響

未装荷領域に冷却材が多く流れ、燃料装荷領域の流
量が減ることの影響

除熱機能喪失（電源喪失）による影響

A

A

ナトリウム内包機
器等への影響

空気との直接接触防止
への影響

隔壁(バウンダリ)への影響

カバーガスへの影響

A

A

ナトリウム凍結防止へ
の影響

保温材/予熱設備への影響

入熱機能喪失（電源喪失）による影響

B

B

ナトリウム漏えい対策
への影響

ナトリウム漏えい対策設備への影響

放射性物質浄化機能への影響

A

A

放射性物質内包機
器等への影響

放射性物質拡散防止へ
の影響

気密機能への影響

放射性物質浄化機能への影響

A

A

放射線遮蔽への影響 炉心からの放射線遮蔽への影響

使用済燃料からの放射線遮蔽への影響

A

A

放射性廃棄物の処
分への影響

燃料処理貯蔵設備への
影響

部分装荷が設備に与える影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出し作業に与え
る影響

B

B

放射性廃棄物処分への
影響

E

燃料処理設備(燃料
洗浄設備等)への影
響

津波/竜巻/火山噴火/
火災/内部溢水

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷時における災害時の燃料体の取出しへの影響

A

A
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注1：本表では、部分装荷による影響の全体像を把握するため、

①安全性の観点（安全評価への影響、安全機能を有
する設備への影響等）

②燃料体取出しの観点（燃料取扱機能への影響、燃
料取出しに係る設備への影響等）

と単純化して影響を整理した。



1. 要素試験

各試験体の
衝突部位モデル

2. 実寸単体試験
縮尺 1/1
1 体

3. 群体系試験
縮尺 1/1.5
最大 37 体

4. 列体系試験
縮尺 1/1.5
最大 32 体

5. 多数体系試験
縮尺 1/2.5
最大 313 体

各縮尺試験体について、
以下の衝突部位の解析
パラメ-タを取得

• 上部パッド（ハンド
リングヘッド）

• 中間パッド
• エントランスノズル

• 気中、水中、流水中
にて実施

• 衝突解析モデルの妥
当性について、水平
加振による跳び上が
り量の低減効果を概
ね再現できることを
確認（参考6）

• 試験容器と衝突⇒炉
心構成要素同士の衝
突データを取得でき
るように群体系試験
が必要

• 気中、水中、流水中
にて実施

• 流路網流体力モデル
の妥当性について水
中における水平方向
の衝突荷重の低減効
果及び内部流水によ
り跳び上がり量が増
加する効果を概ね再
現できることを確認

• 大きな水平変位時の
データを取得するた
め、列体系試験が必
要

• 縮尺比を大きくし
（試験装置の模擬性
を犠牲にした）多数
体試験で炉心構成要
素の変位挙動の確認
が必要

• 気中、水中、流水中
にて実施

• 炉心構成要素の周辺
の流体の状況が異な
るため、特別な流体
力解析モデルを採用

• 実機状況に近い大き
な水平変位時におい
て、最外周付近で衝
突荷重が増大する列
配置の効果を概ね再
現できることを確認

• 気中、水中にて実施
• 衝突部の1mm以下の

隙間を忠実に縮小す
ることは困難

• 上部パッドのみ設置
するが、衝突荷重は
計測しない

• 流量配分機構は未設
置（流水中のデータ
は取得しない）

• 水平変位、跳び上が
り量を計測し、群振
動挙動（衝突の影響、
流体の影響）を概ね
再現できることを確
認

2 m

2 m

6 m

1 m

4 m

1.5 m

1 m

4 m

3 m

1 m
2 m

2.5 m

第3.2-1表 3次元炉心群振動解析コード開発試験体系の変遷と取得データの概要
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部 位 解析パラメータ

上部パッド部

衝突剛性 6.86×108 N/m

衝突減衰 3.70×104 N s/m

ギャップ 0.7 mm

中間パッド部

衝突剛性 1.02×107 N/m

衝突減衰 7.60×103 N s/m

ギャップ 1.0 mm

エントランスノズル上部
衝突剛性 6.01×107 N/m

衝突減衰 7.70×103 N s/m

エントランスノズル下部
衝突剛性 1.75×108 N/m

衝突減衰 1.34×104 N s/m

球面座
衝突剛性 2.22×108 N/m

衝突減衰 1.01×105 N s/m

燃料体等重量

模擬炉心燃料 1.83×102 kg

模擬ﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ燃料 1.86×102 kg

中性子しゃへい体 2.63×102 kg

第4.1.1-1表 炉心群振動解析に用いた主な解析パラメータ一覧

第4.1.1-2表 炉心群振動解析に基づく評価結果一覧

評価項目 発生値※1 評価基準値 裕 度※2

上部パッド部
衝突荷重 [ kN ]

112.8
564

5.0

114.6 4.9

中間パッド部
衝突荷重 [ kN ]

5.3
28

5.2

5.5 5.1

ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ付け根部
曲げ応力 [ MPa ]

141.1
440

3.1

173.2 2.5

跳び上がり量
[ mm ]

＜20
40※3

＞2

＜2 ＞20

※1：2種類の地震動で評価（上段：耐震ﾊﾞｯｸﾁｪｯｸで策定した基準地震動
Ss-D、下段：近隣軽水炉の基準地震動を参考に策定した地震動）

※2：裕度＝評価基準値／発生値
※3：燃料体頂部から燃料交換装置のグリッパ案内筒底面までの距離（干

渉回避）。45mmで燃料体のパッド部外れが発生
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部分装荷
解析結果

耐震バックチェック

単体震動試験 解析結果

跳び上がり量 17 mm※1 41 mm 38 mm

加振波 Ss-D S2×係数倍 Ss-D

最大加速度 31 m/s2 35 m/s2 35m/s2

見かけの重力
加速度

8.7 m/s2

(0.89G)

4.7 m/s2

(0.48G)

4.7 m/s2

(0.48G)

第4.1.1-3表 燃料体跳び上がり量解析結果と耐震バックチェック評価との比較

※1：燃料体の最大跳び上がり量は20mmを超えないとしているが、解析による
燃料体跳び上がり量の最大値は17mm

衝突荷重評価 オイラーの座屈荷重※2

衝突荷重Lc 重量と加速度 座屈荷重Pcr 数値

ラッパ管
2.22×104

N
37.7 kg×60 G 1.50×106 N

n： 4

E：1.83×105 N/mm2

I： 1.80×106 mm4

ℓ： 2.964  m

燃料被ふく管
1.59×102

N
0.30 kg×60 G 3.12×103 N

n： 4

E：1.83×105 N/mm2

I： 40.7 mm4

ℓ： 0.307 m

第4.1.2-1表 燃料体の炉心支持板着床時の衝突荷重と座屈荷重との比較

※2：Pcr = nπ2
EI

𝓁2
にて計算
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※1：燃料体の跳び上がり量は20mm未満であり、
燃料交換装置との干渉はない

区分 跳び上がり量 影 響

LV1 40 mm 超※1 燃料体の取出し中：ホールドダウンアームのグ
リッパ案内筒下端面に燃料体頂部が衝突

LV2 45 mm 超 燃料体の上部パッド部同士の外れが発生

LV3 mm 超
燃料体の取出し期間外：燃料体頂部が、炉心上
部機構下端面に衝突

LV4 60 mm 超
燃料体エントランスノズルと連結管の嵌合部の
外れが発生

LV5    mm 超 燃料体の取出し時：燃料体頂部が、炉心上部機
構下端面に衝突

第4.1.3-1表 燃料体が跳び上がった場合の影響整理

※3：過去の総合機能試験で計測された最大のずれ

炉心ｱﾄﾞﾚｽから
の最大のずれ

傾きによる
最大のずれ

想定するずれ
合計の最大

許容値

部分装荷なし
7.4 mm※3

1.4 mm程度 8.8 mm
＜20 mm

部分装荷 3.8 mm 11.2 mm

第4.3.1-1表 燃料体の傾きによる燃料体ハンドリングヘッドとグリッパのずれ評価

領域区分 数量
1体当たりの流量 [kg/s]

引抜き無し 1体引抜き

内側炉心領域 108 1.56～1.87
1.45～1.73

（20.9※2）

外側炉心領域 90 1.43～1.74 1.33～1.62

ブランケット領域 172 0.114～0.450 0.121～0.483

中性子遮へい体領域 316 0.018～0.023 0.019～0.024

第4.2.2-1表 燃料交換時の流量配分（設計評価）

※2：引抜き部流量
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内筒

炉内ラック

上部支持板

原子炉容器

炉内構造
支持構造物

連結管炉心支持板

炉内中継ラック

炉心槽

炉心構成要素

連結管

下部炉心
支持枠

上部炉心
支持枠

炉心支持板

上部ｽﾍﾟｰｻ
ﾊﾟｯﾄﾞ部

中間部ｽﾍﾟｰｻ
ﾊﾟｯﾄﾞ部

ｴﾝﾄﾗﾝｽ
ﾉｽﾞﾙ部

第1-1図 もんじゅ燃料体等の装荷状態及び支持構造
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モデル化

上部パッド

球面座

ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ

中間パッド

炉心支持板

多質点系
モデル

炉心構成要素
1次～3次モードまでの弾性変形を考慮

第3.1-1図 炉心燃料体の群振動解析モデル

3. 炉心支持板上への衝突モデル
（球面座と連結管受面間の衝突）

衝突

衝突減衰

反発係数に合わせて衝突剛
性、衝突減衰を設定。

衝突剛性

上部ﾊﾟｯﾄﾞ

中間ﾊﾟｯﾄﾞ

ｴﾝﾄﾗﾝｽ
ﾉｽﾞﾙ

2. パッド部等の衝突モデル

1. 炉心構成要素のモデル
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⑨自重

②球面座-連結管にお
ける衝突荷重

⑥流体排除質量による流体力 ⑤流路網による流体力

③ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ-連結
管における衝突荷
重及び摩擦力

⑦炉心構成要素内部流れ
による流体力

④炉心支持板の振動
による加振力

⑧浮力

①パッド部での衝
突・摩擦力

第3.1-2図 炉心群振動解析で考慮する荷重

考慮する各種荷重
①パッド間における衝突荷重及び摩

擦力
②球面座-連結管における衝突荷重
③エントランスノズル－連結管にお

ける衝突荷重及び摩擦力
④炉心支持板の振動による加振力

⑤流路網による流体力
⑥流体排除質量による流体力
⑦炉心構成要素内部流れによる流体力
⑧浮力
⑨自重

接触箇所
・上部ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ
・下部ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ

衝突荷重
摩擦力

jθ

X

Y

ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ
衝突荷重

連結管

衝突荷重
摩擦力

接触箇所
・上部連結管
・下部ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ

摩擦力
（上下方向）

衝突荷重
（水平方向：衝突点から法線）

ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ部で考慮する荷重
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列体系実寸単体

3次元炉心群振動
解析評価手法

解析評価手法の整備・試験解析

・基本的な応答挙動

（衝突、跳び上がり、
水平加振の影響）

・集合体間の衝突の影響
(流路網流体力、内部
流れの影響)

・多数の集合体衝突
の影響
（列配置の効果）

・実際の構造に近い体系での総合評価

手法検討

実寸試験体
×1体

1/1.5縮尺試験体
×32体（1列）

1/1.5縮尺試験体
×37体（4層）

縮尺多数体

1/2.5縮尺試験体
×313体（11層）

群体系

第3.2-1図 段階を踏んだ炉心群振動解析コードの開発
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解析

試験

解析

• 水平加振の重畳により、跳び上がり量最大値は50％程度低減。解析でも同様
に50％程度低減しており、水平加振の効果を解析でも概ね再現（時刻歴によ
る確認）

• 本試験の場合、最大跳び上がり量は、20％程度小さく評価

鉛直のみ加振 鉛直＋水平加振

最大値50％程度低減

単体 正弦波加振試験

第3.2-2図 水平加振による跳び上がり量の低減効果：単体試験
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気中

水中

• 流路網流体力により、気中に比べ水中での衝突荷重の最大値は85％程度低減。
解析でも同様に85％程度低減しており、流路網流体力の効果を解析で概ね再
現（最大値分布による確認）

• 本試験の場合、衝突荷重を30％程度大き目に評価

試験 解析

37体群体系 正弦波加振試験

最大値分布 85％程度低減 最大値分布 85％程度低減

第3.2-3図 流路網流体力による衝突荷重の低減効果：37体群体系試験
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• 内部流水による流体力により、水中に比べ流水中での跳び上がり量の最大値は
50％程度増加。解析でも同様に50％程度増加しており、概ね再現（最大値によ
る確認）

• 本試験の場合、最大跳び上がり量を±10％程度の範囲で評価

37体群体系 正弦波加振試験
水中試験での最大跳び上がり
量の分布

0

5

10

15

20

25

30

Ｇ-ｈｖ-1… Ｇ-ｈｖ-2… Ｇ-ｈｖ-3…

水平＋鉛直加振

試験
解析

最
大
跳
び
上
が
り

量
m

m 最大値 50％程度増加

第3.2-4図 内部流れによる跳び上がり量の増加効果：37体群体系試験

気中 水中 流水中

流水中試験での最大跳び上が
り量の分布
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第3.2-5図 最外周付近で水平方向の衝突荷重が増大する列配置の効果：32体列体系試験
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試験 解析

• 端部においては、中心部に比べ衝突荷重の最大値は40％程度増加。解析でも
同様に40％程度増加しており、概ね再現（最大値による確認）

• 本試験の場合、衝突荷重を15％程度大き目に評価

水平地震波 鉛直地震波

最大値の分布 端部は中央に比べ40％程度増加

32体列体系 模擬地震波加振試験

中心部端部
中心部端部
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左から順に
1~19と付番

FA271
FA91

時刻歴応答比較（FA91） 時刻歴応答比較（FA271）

水平方向最大振幅の比較 水中・模擬地震波加振試験

振幅最大値及び時刻歴応答波形は試験と解析において概ね一致

重量: 約38kg

約1.9m

約2m

313体多数体系 試験体配置

磁歪式変位計
（●：X方向、

〇：Z方向）

313体多数体系 試験装置

第3.2-6図 多数体系試験における水平変位評価：313体多数体系試験
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跳び上がり量 : ・上下方向のみ加振時 ： 大
・水平＋上下方向加振時 ： 小

多数体系試験とその解析結果を比較すると、解析値は跳び上がり量を保守的に評価。
313体多数体系では、試験体の鉛直軸廻り（Z軸廻り)の回転により隣接する試験体と接

触しその摩擦力が作用し、跳び上がり量を抑制する効果が現れていると推測。解析にお
いては、鉛直軸廻りの回転を考慮していないため、隣接試験体との接触による摩擦力の
作用は考慮されず、試験と解析で差が出た要因と考察。
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◇ 解析 ○ 試験

試験体の鉛直軸廻りの回転
→接触による摩擦力発生
→跳び上がり量抑制効果

接触

313体多数体系 跳び上がり量評価

第3.2-7図 多数体系試験における跳び上がり量評価：313体多数体系試験

跳び上がり量最大値比較 水中・模擬地震波加振試験
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第4.1.1-1図 群振動解析評価対象の炉心構成（燃料体取出し完了時）

：制御棒集合体及び

中性子源集合体

：模擬燃料体及び

固定吸収体

：空き箇所（124体分）

評価に用いる地震動

原子炉建物・原子炉
補助建物応答解析

原子炉構造搭載位置の
時刻歴応答

原子炉構造応答解析

炉心支持板の
時刻歴応答

原子炉建物・
原子炉補助建物 原子炉構造

（炉心含む）

地震動による揺れ

原子炉容器

炉心支持板

原子炉構造
の支持

評価フロー

3次元炉心群振動解析

第4.1.1-2図 地震動から各応答解析を経て3次元炉心群振動解析に至るまでの流れ
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第4.1.1-3図 炉心群振動評価に用いる地震動の応答スペクトル
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震動（NS837、EW995、UD464）
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第4.1.1-4図 評価に用いる地震動の時刻歴波形

(2) 軽水炉の基準地震動レベルを参考に策定した地震動

(1) 耐震バックチェック時に策定した基準地震動Ss-D
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第4.1.1-5図 炉心支持板の加速度応答時刻歴波形(1)

(1) 耐震バックチェック時に策定した基準地震動Ss-Dに対する応答
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(2) 軽水炉の基準地震動レベルを参考に策定した地震動に対する応答

第4.1.1-6図 炉心支持板の加速度応答時刻歴波形(2)
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第4.1.1-7図 建物の地震応答解析モデル

②

①③、④

解放基盤表面

①原子炉格納容器（C/V）
②内部コンクリート構造物（I/C）
③外部しゃへい壁（O/S）
④原子炉補助建物（A/B）

(1) 原子炉建物・原子炉補助建物と応答解析モデルの質点との関係

(2) 水平方向の応答解析モデル (3) 鉛直方向の応答解析モデル
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(a) 原子炉構造への地震動伝達経路

第4.1.1-8図 原子炉構造の水平方向地震応答解析モデル
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(c) 原子炉構造地震応答解析モデル(b) 原子炉構造と解析モデル質点の対応
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第4.1.1-9図 原子炉構造の鉛直方向地震応答解析モデル

 

 基礎版

炉心支持板

(c) 原子炉構造地震応答解析モデル

(b) 原子炉構造

(a) 原子炉構造への地震動伝達経路

下部支持構造

原子炉容器等搭載位置

ガードベッセル搭載位置

基礎版

床応答入力位置
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第4.1.1-10図 模擬燃料体非装荷箇所のモデル

(a) 全装荷状態のモデル (b) 部分装荷状態のモデル

燃料体

落下

バネ定数κは球面座
の剛性と連結管受面
の角度から設定

m

連結管受面

(a) 燃料体

跳び上がり、
落下衝突4

2
0
0

ハンドリングヘッド

4
5

5
5

上部スペーサパッド部

ラッパ管

中間部スペーサパッド部

上部嵌合部

エントランスノズル

連結管

下部嵌合部

4
0

6
0

エントランスノズル球面座

(b) 衝突モデル

κ

第4.1.2-1図 燃料体の落下モデル

衝突部をバネに置き換えて、
高さhから質量mの燃料体が落

下した際に発生する衝突荷重
Pを算定。
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4.2ｍ

2.946ｍ

荷重Lc

第4.1.2-2図 燃料体の構造概要と座屈評価モデル

(b) ラッパ管の座屈評価(a) 燃料体の構造

ラッパ管

燃料要素

ワイヤ
スペーサ

燃料被覆管がたわみ
やすい、ワイヤス
ペーサの1スパン間
で評価を実施。

(c) 燃料被覆管の座屈評価

炉心支持板

ラッパ管部の衝
突荷重が、頂部
に加わるものと
して評価
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エントランスノズル球面座

炉内中
継装置

燃料出入孔
ドアバルブ

炉心燃料

燃料
移送ポット

昇降駆動装置

燃料交換孔
ドアバルブ

回転プラグ

燃料交換
装置本体

炉内ラック

炉心上部機構

L V
5(
運
転
時
は

L V
3）

L V
1

炉心燃料
頂部

(a) 原子炉容器廻りの概要 (b) 燃料体及び連結管の概要

第4.1.3-1図 原子炉容器廻り及び燃料体の概要

LV2

LV4
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第4.1.3-2図 炉心構成要素の跳び上がり量評価結果

(a)  基準地震動Ss-Dに基づく評価

中性子しゃへい体

(b) 軽水炉を参考に先定した地震動に基づく評価
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※：炉心中心の要素を1とし内側
から順番に付与した番号
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第 4.2.1-1 図 冷却機能喪失時の除熱評価条件の想定

保守的な評価を行うため、上下の放熱は無視

燃料ペレット
中心温度: T1

原子炉容器
内表面温度: T12

主冷却系窒
素雰囲気調
節装置室雰
囲気温度:

T15 = 40℃

原子炉容器室
雰囲気温度: T13

1次主冷却系室
雰囲気温度: T14

④原子炉容器
内部の伝熱

②原子炉容器
室からの
放熱: 9.7kW

①1次主冷却系室
からの放熱: 9.7kW

③原子炉容器から
の放熱: 9.7kW

第 4.2.1-2 図 原子炉容器からの放熱モデル

・3系統の冷却機能喪失（主冷却
系での除熱、放熱無）

・原子炉容器室及び1次主冷却系
室の窒素雰囲気調節装置が停止

外気導入が可能な部屋
による除熱

想定

斜線部の1次主冷却系配管室
（3室）への放熱は考慮しない

原子炉
容器

注：建屋図はEL21.5M～EL25..5Mを
ベースに記載。但し、1次主冷却
系室はEL28.3Mで記載
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原子炉容器内表面ペレット中心

(ⅰ) モデル範囲

r5

内側炉心
領域

ｷﾞｬｯﾌﾟ
領域

被ふく管領域

ﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ
領域

中間胴冷
却材領域

中性子
しゃへい
体領域

L1～L11

仮想燃料ピン（1ピン）

T12T11T10T9T8T7T6T5T3T2T1

炉心槽領域

外側炉心
領域

r12r11r10r9r8r7r6r4r3r2r1

燃料ペレット
中心温度 原子炉容器

内表面温度

h2 λ11λ10λ9λ8λ7λ6λ5λ3λ1 λ4

T4

燃料
ﾍﾟﾚｯﾄ
領域

発熱部

CL

炉心槽冷
却材領域

(ⅱ) 領域区分

第 4.2.1-3図 原子炉容器内部の熱伝導モデル

保守的な評価を行うため、上下の放熱は無視
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第 4.2.1-4 図 冷却機能喪失時の温度評価結果
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(a) もんじゅの炉心の流量配分領域図

第4.2.2-1図 もんじゅの炉心構成と流量配分

(b) もんじゅの炉心構成要素の種類

11

炉心構成要素 数量

内側炉心 108

外側炉心 90

ブランケット燃料集合体 172

制御棒集合体

微調整棒 3

粗調整棒 10

後備炉停止棒 6

中性子源集合体 2

中性子しゃへい体 316

サーベイランス集合体 8
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上部パッド

中間パッド

ｴﾝﾄﾗﾝｽﾉｽﾞﾙ

嵌合部
内径/外径の差

: 0.2mm

燃料体の
最大傾き

頂部の移動量d1
=1.9mm

連結管の中の
移動量

0.2mm

ｴﾝﾄﾗﾝｽ
ﾉｽﾞﾙ部

4200mm

450mm

連結管

第4.3.1-2図 燃料体の傾きによる燃料体頂部の移動量

第4.3.1-1図 空間への倒れ込みを想定した燃料体頂部の移動量

d'＝d/sin30°＝2d
d：従来の隙間量（＝0.7mm）
d' ：部分装荷状態の移動量

d

d’

30°空いた空間へ
の倒れ込みを
想定すると
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20mm

燃料交換装置
グリッパ

燃料体
ﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾍｯﾄﾞ部 テーパー

構造

7.4+3.8
=11.2mm

第4.3.1-3図 グリッパと燃料体ハンドリングヘッドとの関係
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想定外事象
の発生した
燃料体

観察装置による
炉内観察

燃料交換設備
昇降駆動装置

燃料交換機
本体

EL:33.05m

EL:27.05m

燃料体の発熱が小さいことから、
炉容器内の液面を下げ、内部状況
を観察把握

観察結果を元に、回収に最適な装
置を設計・製作

モックアップ試験・訓練を経て、
実機に適用し燃料体を回収

検査孔や予備孔を開放、観察装置
を挿入

回収までの流れ
炉内の観察

第5-1図 燃料体取出しができない場合の対応

第5-2図 燃料体回収のためのアクセスルート確保

注：建設当時、上図の手順で遮へいプラグの据付を実施。据付時
と逆に、長円形プラグとホールドダウンアームを、一体で引
抜くことで、炉内へのアクセス経路確保が可能。

据付手順
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第5-3図 パンタグラフアームの収納不能事象対応

Naレベル：
EL+33050

燃料交換装置
本体（FHM）及び
ﾎｰﾙﾄﾞﾀﾞｳﾝｱｰﾑ

* ：炉内検査孔からの特殊

治具は未配備、別途準
備が必要

原子炉機器輸送ｹｰｼﾝ
ｸﾞを接続、燃料交換
装置本体を取出し

FHMﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌｱｰﾑの開

閉機構の点検・補修

ﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌｱｰﾑの
収納異常

容量限度まで
駆動力を付与し

収納

可

不可

ﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌｱｰﾑの
収納確認

炉内検査孔から
特殊治具*にて
ﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌ動作

炉内検査孔まで
ﾎｰﾙﾄﾞﾀﾞｳﾝｱｰﾑを旋回

可

不可

ﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌｱｰﾑ
引き上げ力

長円形ﾌﾟﾗｸﾞごとFHM
ﾎｰﾙﾄﾞﾀﾞｳﾝｱｰﾑを引上げ

ﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌｱｰﾑ収納不能

ﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌｱｰﾑ

拡大

炉内検査孔から
特殊治具によ
り、ﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌを
可動収納。

ﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌｱｰﾑ
収納状態矢視
(写真参照)

燃料体の切離し不能

燃料交換装置ﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌ
ｱｰﾑの折りたたみ

燃料体を炉内切り離し
用ラックに位置に着床

燃料切離装置本体で
FHMｸﾞﾘｯﾊﾟの頂部ﾅｯﾄ
をつかみ引上げ、

燃料体切離し

原子炉機器輸送ｹｰｼﾝｸﾞ
を接続、燃料交換装置

本体の取出し

燃料交換装置のｸﾞﾘｯﾊﾟ爪
開閉機構の点検・補修

拡大

切離装置着地
検出ﾛｯﾄﾞ

頂部ﾅｯﾄ

FHMｸﾞﾘｯﾊﾟ頂部

燃料検査孔廻りの
バルブラック撤去

燃料検査孔に
ﾄﾞｱﾊﾞﾙﾌﾞ設置

Naﾚﾍﾞﾙ：
EL+33050

燃料交換装置本体
（FHM）及び
ﾎｰﾙﾄﾞﾀﾞｳﾝｱｰﾑ

燃料切離
装置本体

燃料検査孔
スリーブ

燃料切離装置
（配備済み）

簡易ｷｬｽｸ*により燃料切離
装置をﾄﾞｱﾊﾞﾙﾌﾞ上に設置

ﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌｱｰﾑ

*：燃料切離装置を炉内に装荷、
引抜くための簡易ｷｬｽｸの
別途準備が必要

燃料体の切り離し異常

手動ﾊﾝﾄﾞﾙ
にて切り離し

可

不可

第5-4図 燃料体の収納不能事象対応
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*：クレーン用の吊上げ治具は

配備されていないため、別
途準備が必要

原子炉機器輸送ケーシ
ングを接続し、燃料交
換装置本体の取出し

燃料交換装置のリンク
機構等を点検・補修

燃料交換機本体
の昇降異常

燃料交換装置のﾊﾟﾝﾀｸﾞﾗﾌ
ｱｰﾑの収納

昇降駆動装置を取外し
C/Vクレーンに吊上げ治具＊

を取付けFHMを持上げ

拡大

昇降駆動装置巻上を
駆動力限にて昇降

昇降駆動装置
による昇降駆動装置の手動

ハンドルにて昇降

可 燃料体を下降、
燃料体の切離し

炉内ラックまで燃
料体を旋回。ラッ
ク内に燃料体を下

降、切離し

燃料体の吊
り有無

不可

有

無

不可

第5-5図 燃料交換装置本体の昇降不能事象対応

Naﾚﾍﾞﾙ：
EL+33050

燃料交換装置本体
(FHM)及び
ﾎｰﾙﾄﾞﾀﾞｳﾝｱｰﾑ

ｶﾞｲﾄﾞｽﾘｰﾌﾞ

ホールドダウン
アーム駆動装置

可

不可

油圧押し下げ用シ
リンダー3台装備

可

不可

治具・仮設動力
による手動旋回

ｶﾞｲﾄﾞｽﾘｰﾌﾞ取外し
付着Ｎa除去＊

軸受修理

ﾎｰﾙﾄﾞﾀﾞｳﾝｱｰﾑの
動作(旋回)異常

容量限度まで
トルクを上げ旋回

駆動装置歯車取外し、

ｶﾞｲﾄﾞｽﾘｰﾌﾞともにｸﾚｰﾝ
にて持上げ旋回

容量限度まで
トルクを上げ上下

治具・仮設動力
による手動上下

油圧押し下げｼﾘﾝﾀﾞｰ
に仮設ポンプを
セットし下降

旋回動不能 上下動不能

可可

不可 不可

仮設ポンプ接続
下降動作実施

動作 (旋回・昇降)状況
の点検と確認

ﾎｰﾙﾄﾞﾀﾞｳﾝｱｰﾑの
動作(昇降)異常

*：ｶﾞｲﾄﾞｽﾘｰﾌﾞ取外
し及びNa除去の

ための設備は配
備されていない
ため、別途準備
が必要

第5-6図 ホールドダウンアームの動作不能事象対応
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